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まごころ

実のお付き合いをベースとして、
スクスクと素直に伸びる線の美しさと誠実な白百
合の花を基本イメージに、南国宮崎の明るく輝く
太陽と、鳥が翼を広げて飛び立とうとするイメージ
を融合させています。これによって未来を拓く力
強い発展のエネルギーと、未来へとはばたくさわ
やかな夢を表現しています。

大正11年4月

２８１，３２９百万円

１１３，２８８百万円

１，９４６百万円

２６，２５０人

23店舗（本支店23）

２３３人

（2026年3月31日現在）

基 本 方 針

高 鍋 信 用 金 庫 行 動 綱 領

経 営 方 針

私 た ち は 協 同 組 織 の 理 念 に 徹し 地 域 社 会 と の 結 合 を 図り貯 蓄 の 増 強 と 郷 土 金 融
の 円 滑 を 期し 郷 土 の 繁 栄 と日 本 経 済 の 発 展 に 貢 献 す る

一 .  郷 土 金 融 機 関 として の 特 性 を 広く啓 蒙し 積 極 的 な 貯 蓄 の 増 強 と 融 資 を 行う
一 .  職 員 の 素 質 向 上 を 図 るととも に 事 業 の 組 織 的 運 営 を 行 い 責 任 を 明 確 化し 、
　 　 そ の 生 活 の 安 定 を 図 る
一 .  親 切 と 笑 顔 を 旨 とし 地 域 社 会 に 心 から 奉 仕 す る

（高鍋信用金庫の社会的使命と公共性の自覚と責任）
１．高鍋信用金庫のもつ社会的使命と公共性を常に自覚し、責任ある健全な業務運営の遂行に努める。

（質の高い金融等サービスの提供と地域社会発展への貢献）
２．経済活動を支えるインフラとしての機能はもとより、創意と工夫を活かし、お客さま本位の業務運営を通じて、お客さまのニー

ズに応えるとともに、市民生活や企業活動に脅威を与えるテロ、サイバー攻撃、自然災害等に備え、セキュリティレベルの向上
や災害時の業務継続確保など、お客さまの利益の適切な保護にも十分配慮した質の高い金融および非金融サービスの提供
等を通じて、地域経済・地域社会の発展に貢献する。

（法令やルールの厳格な遵守）
３．あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範に決してもとることのない、誠実かつ公正な業務運営を遂行する。

（地域社会とのコミュニケーション）
４．経営等の情報の積極的、効果的かつ公正に開示し、広く地域社会とのコミュニケーションの充実を図る。また、信用金庫を取り

巻く幅広いステークホルダーとの建設的な対話を通して、社会からの理解と信頼を確保し、自らの価値向上を図る。
（人権の尊重）
５．すべての人々の人権を尊重する。

（従業員の働き方、職場環境の充実）
6．従業員の多様性、人格、個性を尊重する働き方を実現する。また、健康と安全に配慮した働きやすい職場環境を確保する。

（環境問題への取組み）
7．資源の効率的な利用や廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全に寄与する金融サービスを提供するなど、環境問題に積

極的に取り組む。
（社会参画と発展への貢献）
8．高鍋信用金庫が社会の中においてこそ存続・発展し得る存在であることを自覚し、社会とともに歩む「良き企業市民」として、

積極的に社会に参画し、その発展に貢献する。
（反社会的勢力との関係遮断、テロ等の脅威への対応）
9．社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除し、関係遮断を徹底する。また、国際社会がテロ等

の脅威に直面している中で、マネー・ローンダリング・テロ資金供与・拡散金融対策の高度化に努める。
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　皆さまには、平素より格別のご愛顧とご支援を賜り、心より厚く御礼申し上げます。
　このたび、当金庫の2025年度における経営内容や事業活動をご報告する「ディスクロージャー誌」を作成いた
しました。本誌を通じて、当金庫へのご理解を一層深めていただければ幸いに存じます。
　2025年度は、物価高や人手不足、経営者の高齢化に伴う休廃業の増加に加え、「金利ある世界」への移行
など、地域を取り巻く環境が大きく変化した一年となりました。こうしたなか、当金庫は3か年経営計画「For 
Customer’s Smile」の中間年度として、伴走型支援や融資の推進、デジタルサービスの充実、職員のエンゲージ
メント向上などに取り組んでまいりました。
　2026年3月期は、預金積金残高2,813億29百万円、貸出金残高1,132億88百万円、当期純利益1億56百万
円、自己資本比率12.93％となりました。貸出金利息等の増加により本業収益は改善した一方、金利上昇への対
応や預金支払利息の増加により、増収減益の決算となりました。
　今後は、お客さまに最初に相談していただき、営業店、本部、外部専門機関が連携して、課題解決まで支援する

「総合サービス業」への進化を目指します。その原点は、相互扶助の精神と「先義後利」の考え方です。お客さま
と地域のために行動し、得られた信頼と成果を人材、サービス、地域へ還元する好循環を築いてまいります。
　また、守るべき信頼や地域とのつながりを大切にしながら、変えるべきものは不断に見直す「不易流行」を実践
してまいります。100年を超えて地域とともに歩んできた信用金庫として、これからも「地域になくてはならない
存在」を目指してまいります。
　今後とも、より一層のご支援とご愛顧を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

　2026年7月　　

　　

高 鍋 信 用 金 庫 　 　 　 　
理事長　近藤　真司

総合サービス業への進化を目指して
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組織機構図・役員一覧

役員一覧 （2026年6月26日現在）

理  事  長
専 務 理 事
常 務 理 事
常 勤 理 事
常 勤 理 事
常 勤 監 事

※１　理事　岩村　和裕、藤田　康子は、信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※２　監事　廣瀬　雅一、壱岐　昌敏、永友　朗は、信用金庫法第32条第5項に定める員外監事です。

※１
※１　
※２
※２
※２　

理 　 　 事
理 　 　 事
員 外 監 事
員 外 監 事
員 外 監 事

近　藤　　真　司
菊　地　　剛　司
岡　田　　祐　二
杉　田　　雄　二
黒　木　　暁　彦
中　礼　　卓　也

岩　村　　和　裕
藤　田　　康　子
廣　瀬　　雅　一
壱　岐　　昌　敏
永　友　　　　朗

（代表理事）
（代表理事）
（代表理事）

（非常勤）
（非常勤）
（非常勤）
（非常勤）
（非常勤）
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（令和8年6月26日現在）

高 鍋 信 用 金 庫
組 織 機 構 図

総 代 会

理 事 会リスク管 理 委 員 会

コンプ ライ アンス
対 策 委 員 会

Ａ Ｌ Ｍ 委 員 会
資 産 査 定 委 員 会
二 次 査 定 委 員 会
賞 罰 委 員 会
人事教育検討委員会
事務改善監察委員会
緊急時対応委員会
顧客保護等管理委員会
安 全 衛 生 委 員 会
D X 戦 略 委 員 会

経営力強化のための
検 討 委 員 会

常 勤 理 事 会

理 事 長

専 務 理 事

常 務 理 事

常 勤 理 事

監 事 会 常 勤 監 事

監 事

監 査 部

担当役員 担当役員
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部店長・主任調査役会
推 進 委 員 会
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部
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Ｇ
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組織機構図・役員一覧

2025年度の事業の概況

直近の5事業年度における主要な事業の状況

1.主要勘定

主要な事業に関する事項

　当金庫は、地域の中小企業・個人事業主や地域の皆様方が安定した経済生活を営めるよう、全力で地域に貢献することを基本方針と
しています。
　2025年度は、新3か年経営計画「For Customer’s Smile」の中間年度として、「たかしんブランドを浸透させファンを創る」をキーワー
ドに掲げ、持続可能な経営体制の構築と県内全域へのブランド浸透に努めました。また、管理型組織から自立型組織への変革を進め、
職員が自ら考え主体的かつ積極的に行動できる組織づくりに取り組みました。
　具体的には、お客様に寄り添った伴走型支援や顧客接点の強化（お客様支援戦略）、職員のエンゲージメント向上（人材養成戦略）、
融資の積極的推進（収益力強化戦略）に注力いたしました。さらに、SDGs推進やSNSでの情報発信（組織風土改革・ブランド戦略）、DX
化によるデジタルサービスの提供（生産性向上・未来創造戦略）、法令等遵守やサイバーセキュリティ態勢の強化（経営管理戦略）にも
着実に取り組み、お客様から感謝される喜びを通じた職員のモチベーション向上という確かな成果を得ております。
　2026年度は、本経営計画の最終年度となる総仕上げの年です。将来にわたる安定経営の基盤である「お客様の数」をさらに増やすた
め、ファンづくりを一段と深化させます。ビジョンである「地域になくてはならない存在」としてお客様の豊かな暮らしの実現を目指すととも
に、職員の笑顔あふれる職場を追求し、引き続き地域社会の発展に貢献していく方針です。
　また、当金庫は信用金庫法第36条第5項第5号および同法施行規則第23条に基づき、「内部管理基本方針」を定め、業務の健全性と
適切性を確保する体制を構築しています。

単  位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

経 常 収 益 百万円 4,230 4,104 4,769 4,587 5,843

経 常 利 益 百万円 604 463 549 367 175

当 期 純 利 益 百万円 456 456 416 254 156

出 資 総 額 百万円 2,071 2,048 2,016 1,972 1,946

出 資 口 数 千口 41,425 40,586 40,329 39,457 38,924

純 資 産 額 百万円 14,618 11,930 11,746 8,239 6,460

総 資 産 額 百万円 294,205 294,902 294,888 292,933 289,245

預 金・積 金 残 高 百万円 278,020 281,686 281,870 283,431 281,329

貸 出 金 残 高 百万円 107,954 112,055 110,690 111,950 113,288

有 価 証 券 残 高 百万円 117,826 113,775 111,433 108,315 102,153

単 体 自 己 資 本 比 率 ％ 12.55 13.62 13.80 13.34 12.93

出資に対する配当金
（ 出 資１口 当 たり） 千円 61,826

（1.5円）
20,447
（0.5円）

20,072
（0.5円）

19,558
（0.5円）

19,210 
(0.5円)

役 員 数 人 14 13 12 12 12

うち 常 勤 役 員 数 人 8 8 7 8 7

職 員 数 人 266 244 238 237 241

（1）預金積金
　2025年度の年度末残高は、281,329百万円となり、年度初来2,102百万円の減少、0.74％の減少率となりました。ま
た、平均残高においては、284,751百万円となり、年度初来775百万円の増加、0.27％の増加率となりました。

（2）貸出金
　2025年度の年度末残高は、113,288百万円となり、年度初来1,338百万円の増加、1.20％の増加率となりました。ま
た、平均残高においては、111,403百万円となり、年度初来333百万円の増加、0.29％の増加率となりました。

（3）経常利益

　2025年度は、資金運用収益、役務収益、その他経常収益の全てが増加し、経常収益は5,843百万円となり、対前年度
比1,256百万円の増収となりました。一方経常費用は、資金調達費用、その他業務費用の増加により5,668百万円とな
り、対前年比1,449百万円増加しました。この結果、175百万円の経常利益を確保し、対前年比192百万円の減益となり
ました。

（4）当期純利益
　経常収益は前年度比1,256百万円の増加、経常費用は前年度比1,449百万円の増加、特別損失20百万円を計上し
た結果、税引前当期純利益は154百万円、当期純利益は156百万円となりました。
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新３か年経営計画

計画の名称と期間

バリュー(⾏動指針) 〜当⾦庫の信条

経営の基本⽅針

ビジョン(基本⽬標) 〜当⾦庫が⽬指す将来像

名 称 : For Customer’s Smile
副 題 : 〜 変わりゆく未来に変わらないまごころで 〜
期 間 : ⾃ 2024 年 4 ⽉ 1 ⽇ ⾄ 2027 年 3 ⽉ 31 ⽇ の 3 年間

100年企業としての誇りを持ち 、変わりゆく未来に向けて変⾰をおそれず、チャレンジし続け
ることで、企業価値の向上を図ります。

❶私たち“たかしん”は、郷⼟を愛し、『お客様』に愛情を持って寄り添います。
❷私たち“たかしん”は、常に誠実かつ真摯に『地域社会』に奉仕します。
❸私たち“たかしん”は、地域の⽅ と々『職員』の幸せを追求します。

❶地域に対する姿勢
私たちと地域は共に発展、成⻑していくパートナーです。 
Face to Face をモットーに、地域になくてはならない存在を⽬指します。

❷お客様に対する姿勢
私たちは、お客様に寄り添う信⽤⾦庫の職員です。
お客様の様 な々想いに応え、豊かな暮らしの実現を⽬指します。

❸職員同⼠に対する姿勢
私たち職員 は、信頼し合い切磋琢磨できる仲間です。
“たかしん”ファミリーの⼀員として、互いの個性を尊重し、笑顔あふれる職場を⽬指します。

❹経営に対する姿勢
私たちは社会的使命と公共性のある信⽤⾦庫の⼀員です。
責任ある健全な業務運営の遂⾏に努め、地域の発展と職員の⽣活の安定を⽬指します。
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「既存顧客」であるお
客様から最も信頼さ
れ、当⾦庫のファンと
して⻑く取引していた
だけるよう、緊密に情
報提供を⾏い、最⼤
限のサポートを実施
し続ける。

創業、⽣産性向上、
販 路 拡 ⼤ 、⼈ 材 獲
得、経営改善、事業
再⽣、事業承継等の
経営課題に対し、お
客様の意向を汲んだ
伴⾛型⽀援に徹す
る。

当⾦庫の新たなファ
ンづくりのため、対
⾯・⾮対⾯（デジタル
技術）双⽅を駆使し、
新たなお客様との関
係構築を図る。

職員のひとり⼀⼈が
当⾦庫の掲げる理念
や戦略を適切に理解
し、⾃発的に⾃分の
⼒を発揮することが
できる組織を構築す
る。

適正な⼈事評価およ
び適材適所への⼈
事配置により全ての
⼈材が活躍できる組
織体制を⽬指す。

知識、ノウハウが優
れた⼈材や経験豊
富な専⾨性に⻑けた
⼈材の確保を含め、
既卒・新卒の採⽤戦
略の確⽴を⽬指す。

お客様のライフサイク
ル、ライフイベント、ま
た事業所のステージ
に合わせた資⾦提供
により、適正な収益
を計上する。

各種リスクを適切に
計測管理したうえで、
将来にわたって安定
した収益が確保でき
る運⽤を⾏う。

常に資⾦収⽀、役務
取引等収⽀、経費、
信⽤コスト等を把握
し、事業計画等と⽐
較検討を⾏い、改善
に当たっては機動的
に対応する。

職 員の多 様 性 、⼈
格、個性をお互いが
尊重し、⾃ら考え主
体的かつ積極的に
⾏動できる集団の形
成を⽬指す。

ＳＤＧｓ宣⾔を意識
した取り組みを⾏
い、社会貢献・地域
貢献に全⼒で取組む

「たかしん」ブランド
の向上を⽬指す。

当⾦庫の経営戦略
を踏まえながら、対
象となる世代、顧客
層に応じて情報発信
ツールを使い分けて
効果的な広報戦略
の構築に取り組む。

職員のデジタルに関
する知識・技術を向
上させ、⽣産性の向
上を図る。

あらゆる事務の効率
化を⽬指すとともに、
お客様に新たな価値
やサービスを提供す
ることにより、当⾦庫
の競争優位性を確
⽴する。

本部組織体制および
各営業店の役割を
⾒直し、営業エリア
内の効果的な店舗
整備を⾏う。

各種規程・要領等を
⾒直し、⾦庫全体の
法令等遵守態勢を
強化するとともに、不
祥事件の未然防⽌
に徹する。

マネロン・テロ資⾦
供与・拡散⾦融対策
を着実に実⾏すると
ともに、本部・営業店
が⼀体となった運営
態勢の構築を図る。

⾼度化するサイバー
攻撃を防御する態勢
を構築し、サイバーセ
キュリティ管理態勢
の強化を図る。

新
３
か
年
経
営
計
画

新３か年経営計画

事業戦略・主要施策

「既存顧客」のファン
づくりの強化

事業者⽀援の強化

新たなお客様の獲得

エンゲージメント
の向上

職員のキャリア
アップの追求

⼈材の採⽤強化

個⼈向け融資および
事業所向け融資への

積極的な取組み

安定した余資運⽤
収益の確保

単年度および
中期的な収益

シミュレーションの
精緻化

働きがいのある
職場の追求

ブランド⼒の向上

積極的な
広報活動による

価値向上

職員の
ITリテラシーの向上

DX化(デジタルトラン
スフォーメーション)

による新たな
営業戦略の追及

本部・営業店舗の
組織体制整備

法令等遵守態勢
の強化

マネー・ローンダリン
グ・テロ資⾦供与・
拡散⾦融対策の

⾼度化

サイバー
セキュリティ

管理態勢の強化

❶お客様支援戦略❶お客様支援戦略 ❻経営管理戦略❻経営管理戦略

❷人材養成戦略❷人材養成戦略

❸収益⼒強化戦略❸収益⼒強化戦略
❹組織⾵⼟改⾰・❹組織⾵⼟改⾰・
　たかしんブランド戦略　たかしんブランド戦略

❺⽣産性向上・❺⽣産性向上・
　未来創造戦略　未来創造戦略
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総代会制度について

総代とその選任方法

　信用金庫は会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念
に、会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協同組織金融機関
です。したがって、会員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権を
持ち、総会を通じて当金庫の経営に参加することとなります。しかし、
当金庫では会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不可能で
す。そこで、当金庫では会員の総意を適正に反映し、充実した審議を
確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。
　この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の重
要事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総代会は総
会と同様に、会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよ
う、総代構成のバランス等に配慮し、選任区域ごとに総代候補者を
選考する選考委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任
された総代により運営されます。
　また、当金庫では、総代会に限定することなく、日常の事業活動を
通じて総代や会員とのコミュニケーションを大切にし、さまざまな経
営改善に取り組んでおります。
　なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お
近くの営業店までお寄せください。

・・総代の任期は2年です。
・・総代の定数は、80人以上110人以内で、会員数に応じて10区の

選任区域ごとに定められております。
　なお、2026年3月31日現在の総代数は91人で、会員数は26,250

人です。

　総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫の経営に反映す
る重要な役割を担っております。
　そこで総代の選考は、総代候補者選考基準に基づき、次の3つの
手続きを経て選任されます。
　①総代会の決議により、会員の中から総代候補者選考委員を選
　　任する
　②選考委員会を開催のうえ、総代候補者選考委員が総代候補
　　者を選考する
　③上記②により選考された総代候補者を会員が信任する（異議
　　があれば申し立てる）

　総代候補者は、当金庫の会員であることを条件に、選考基準は次
の通りです。
　①総代としてふさわしい見識を有している方
　②良識をもって正しい判断ができる方
　③人格にすぐれ、金庫の理念・使命を十分理解している方
　④その他総代選考委員が適格と認めた方

（1）総代の任期・定数

（2）総代の選任方法

（3）総代候補者基準

会　 員

総 代 会
会員の総意を適正に反映するための制度

決算に関する事項、理事・監事
の選任等重要事項の決定

総 　 代

①総代会の決議により、会員の中から選考
委員を選任する。

②選考委員会を開催のうえ、選考基準に基
づき、選考委員が総代候補者を選考する。

③総代候補者氏名を店頭掲示し、所定の手続
きを経て、会員の代表として総代を委嘱

選 考 委 員

総代候補者

総代が選任されるまでの手続きについて
地区を10区の選任区域に分け、各選任区域ごとに総代の定数を定める。

総代会の決議により、選任区域ごとに会員のうちから選考委員を委嘱

選考委員の氏名を店頭に掲示

選考委員が総代候補者を選考

総代候補者の氏名を、1週間以上店頭掲示

総代の氏名を店頭に1週間以上掲示

ⓓ欠員（選挙を行わない）

・選任区域の会員数の1/3以上の会員
 から異議の申出があった総代候補者

異議申出期間（公告後2週間以内）

理事長に報告

出期間（公告後2週間以内）
左記掲示について電子公告

①総代候補者
　選考委員の選任

②総代候補者の
　選考

当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2未満

ⓐ,ⓑ,ⓓいずれか選択

ⓒ,ⓓいずれか選択

（上記② 以下の手続を経て）

ⓐ,ⓑいずれか選択

・会員から異議がない場合
　　　　または
・選任区域の会員数の1/3未満の会員
 から異議の申出があった総代候補者

③総代の選任

当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2以上

当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2未満

ⓑ当該総代を再度候補者として選考

選任区域の会員による投票

有効投票の過半数の賛成なし

当当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2以上

ⓒ他の候補者を選考

理事長は総代に委嘱

有効投票の過半数の賛成

,
ⓐ他の候補者を選考
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■第104期通常総代会の決議事項

第104期通常総代会において次の事項が付議され、それぞれ原案の通り承認されました。

第104期（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
業務報告・貸借対照表・損益計算書の内容報告の件

第1号議案　 剰余金処分（案）の承認について  
第2号議案　 会員法定脱退の件について　
　　　　　　（1）与信関連の除名　
　　　　　　（2）住所不明会員の除名
第3号議案 　定款一部変更について
第4号議案　 任期満了に伴う理事及び定年に伴う監事の選任について
第5号議案　 役員の退職慰労金支給について

選任地区
会　員　数

個　人 法　人 合　計
高 鍋 ・ 木 城 地 区 3,551 249 3,800
新 富 地 区 1,600 121 1,721
川 南 地 区 1,937 112 2,049
都 農 地 区 1,633 72 1,705
日 向・門 川・延 岡 地 区 3,053 263 3,316
宮 崎 地 区 6,821 758 7,579
西 都 地 区 933 86 1,019
小 林 地 区 2,609 260 2,869
え び の 地 区 1,230 103 1,333
西 諸 ・ 都 城 地 区 782 77 859
合 計 24,149 2,101 26,250

総代の年齢別構成
年　齢 総代数（人） 構成比（%）

39歳未満 0 0.00
40～49歳 2 2.20
50～59歳 22 24.18
60～69歳 35 38.46
70歳以上 32 35.16

合　計 91 100

総代の職業別構成 法人代表者　54.95％　法人役員　5.49％
個人事業主　21.98％　個人　17.58％

総代の業種別構成 卸・小売業　32.97％　建設業　12.09％
サービス業　20.88％　農業　9.89％　その他　24.17％

報告事項

決議事項

総代の氏名等 （2026年6月26日現在）

選　任　地　区 人 数 氏　　　　　　　　名

高 鍋・木 城 地 区 15
田中　隆吉（12）	 岩切　洋（10）	 巣山　和枝（9）	 小原　光郎（9）	 阿部　喜彦（6）	
橋本　未知男（6）	 長友　道泰（5）	 岩切　正司（5）	 永友　良和（4）　	 橋　重文（3）
間瀬田　修弘（2）	 加藤　秀文（1）	 阿多　美千代（1）	 横田　学（1）	 船ヶ山　博章（1）

新 富 地 区 7 長友　俊二（12）	 井上　泰彦（6）	 清　岩男（5）	 川野　俊博（5）	 宮本　恒一郎（4）　
甲斐　宏昌（1）	 大富　省三（1）

川 南 地 区 8 平山　久幹（12）	 林田　浩行（10）	 安藤　正則（5）	 河野　謙二郎（5）　	 村田　友美（5）	
安藤　洋之（2）	 日高　憲一郎（1）	 河野　克巳（1）

都 農 地 区 6 黒木　邦博（12）	 新田　芳則（12）	 河野　泰文（12）	 永友　謙二（5）	 山道　隆司（3）
青山　一（2）

日向・門川・延岡地区 10 日高　博之（10）	 平野　政巳（10）　	 田崎　澄（6）	 木原　千穂（5）	 黒木　昭広（5）	
中川　和也（5）	 川添　恵造（4）	 倉本　英和（2）	 薄田　謙一（2）	 古川　敏（2）

宮 崎 地 区 22

重山　治利（12）	 齋藤　福夫（12）	 押川　周弘（12）	 蛯原　博（7）	 青木　賢一郎（6）	
矢野　浩幸（6）	 水永　学（6）	 佐伯　康信（5）	 永井　妙澄（5）	 野﨑　宗志（5）	
山田　孝典（5）	 平野　和夫（4）	 岡田　正典（4）	 山本　幸徳（3）	 河野　秀人（3）	
後藤　賢吾（2）	 上村　哲生（2）	 髙木　宏幸（2）	 高木　和浩（2）	 中村　忠治（1）
横山　淑晃（1）	 松元　武智（1）

西 都 地 区 5 江藤　義郎（2）	 指宿　義隆（2）	 関屋　定男（2）	 旭吉　法純（2）	 小牟田　舞（1）

小 林 地 区 9 池田　正明（12）	 淵上　鉄一（12）	 植木　清文（12）	 吉村　雄一郎（12）	 西道　紀一（12）	
瀬戸山　雅光（9）	 谷口　幸行（9）	 倉薗　久史（9）	 迎　淳一（5）

え び の 地 区 6 尾山　隆史（12）	 大門　健二（9）	 白石　昌彦（9）	 小城　賢治（5）	 宝尺　実正（3）
原口　康弘（1）

西 諸・都 城 地 区 3 中村　昌揮（3）	 瀬戸山　正平（2）	 森田　典子（1）
※氏名の後ろの数字は総代への就任回数です。

104期通常総代会
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

地域金融円滑化のための基本方針

経営者保証に関する取組方針

　当金庫は、地域の中小企業および個人のお客様に必要な資金を安定的に供給し、地域経済の発展に寄与するため、以下の方針に基
づき、地域金融の円滑化に全力を傾注して取り組んでまいります。

　地域の中小企業および個人のお客様への安定した資金供給は、事業地域が限定された協同組織金融機関である信用金庫にとって、
最も重要な社会的使命です。私どもは、お客様からの資金需要や貸付条件の変更等のお申込みがあった場合には、これまでと同様、お
客様の抱えている問題を十分に把握したうえで、その解決に向けて真摯に取り組みます。

　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）の趣旨や内容を踏まえ、同ガイドラインを融資慣行とし
て浸透・定着していくために、以下のとおり取り組みます。

　お客様が融資等資金調達のお申込みをした場合、当金庫では、お客様のガイドラインの要件の充足や経営状況等を総合的に判断す
る中で、経営者保証を求めない可能性や経営者保証の機能を代替する融資手法（一定の金利の上乗せ等）を活用する可能性につい
て、お客様の意向を踏まえたうえで検討いたします。

　上記の検討を行った結果、経営者保証を求めることがやむを得ないと判断し、経営者保証を提供いただく場合、当金庫はお客様の理
解と納得を得ることを目的に、保証契約の必要性等に関する丁寧かつ具体的な説明を行います。

　経営者保証を提供いただく場合、お客様の資産及び収入の状況、融資額、信用状況、情報開示の姿勢等を総合的に勘案して、適切な
保証金額の設定に努めます。
　お客様から既存の保証の変更・解除等の申入れがあった場合は、ガイドラインに即して改めて経営者保証の必要性や適切な保証金
額等について真摯かつ柔軟に検討を行うとともに、その検討結果について丁寧かつ具体的な説明を行います。

　事業継承時には、原則として前経営者、後継者の双方から二重で経営者保証は求めないこととし、例外的に二重に保証を求めること
が必要な場合には、丁寧かつ具体的な説明を行います。
　また、後継者に当然に保証を引き継いでいただくのではなく、その必要性を改めて検討いたします。

　お客様からガイドラインに基づく保証債務整理の申し出を受けた場合には、ガイドラインに即して誠実に対応いたします。

　当金庫は、複数の金融機関から借入れを行っているお客様から貸付条件の変更等の申し出があった場合など、他の金融機関や信用
保証協会等と緊密な連携を図る必要が生じたときは、守秘義務に留意しつつ、お客様の同意を得たうえで、これらの関係機関と情報の
確認・照会を行うなど、緊密な連携を図りながら地域金融の円滑化に努めてまいります。

　当金庫は、上記取組み方針を適切に実施するため、以下のとおり、必要な態勢整備を図っております。
⑴　金融円滑化基本方針、金融円滑化管理方針および金融円滑化管理規程を策定し、また、金融円滑化管理責任者および金融円

滑化管理担当者、金融円滑化担当者を選任いたします。
⑵　全営業店窓口に金融円滑化ご相談窓口を設置するとともに、金融円滑化管理担当者（営業店長）および金融円滑化担当者を配

置し、お客様からの相談に対応しています。
⑶　中小企業支援を強化するため、お客様支援部に中小企業支援を担当する企業支援担当者を配置しています。

1．取組み方針

3．他の金融機関等との緊密な連携

2．金融円滑化措置の円滑な実施に向けた態勢整備

2025年度
新規に無保証で融資した件数 353件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 38.00％
保証契約を解除した件数 16件

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

当金庫の地域経済活性化への取組みについて

　当金庫は、下記の地域を事業区域として、地元の中小企業者や住民の皆様が会員となって、お互いに助け合い、発展していくことを共
通の理念として運営されている相互扶助型の金融機関です。当金庫は創業以来、当金庫の基本理念を忠実に守り、地元のお客様からお
預かりした大切な資金（預金積金）は、地元で資金を必要とするお客様に融資を行って、事業や生活の繁栄のお手伝いをするとともに、
地域社会の一員として地元の中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展に努めております。また、金
融機能の提供にとどまらず、文化、環境、教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

　当金庫は、協同組織金融機関としての理念に
基づいて「地元でお預けいただいた大切なお金
は、地元の皆様のお役に立つためだけにお使い
いただく」という地元金融機関としての基本的な
役割を果していきたいと考えております。
　このため密度の濃い渉外活動を通じてお客様
との「ふれあい」を大切にする伝統的な体制を、
更に充実させていきたいと考えております。

・期初債務者数及び債務者区分は2025年4月当初時点で整理しています。
・債務者数、経営改善支援取組先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含みません。
・βには、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載しています。
　なお、経営改善支援取組先で期中に完済した債務者はαに含めていますがβには含めていません。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」にランクアップした場合はβに含めています。
・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分と異なっていたとして
　も）期初の債務者区分に従って整理しています。
・期中に新たに取引を開始した取引先については本表には含めていません。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載しています。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上しています。
・「αのうち再生計画を策定している全ての先数δ」には、金融機関独自の再生計画策定先のほか、中小企業活性化協議会などと連携した再生計画策定先を含んでいます。

（注）

経営改善支援等の取組実績 （2025年4月～2026年3月） （単位：％）（単位：先数）

期初
債務者数

経営改善支援
取組率

ランク
�アップ率

再生計画
策定率

うち経営改善
支援取組先数

αのうち期末に�
債務者区分が�
ランクアップした先数

αのうち期末に�
債務者区分が�
変化しなかった先数

αのうち再生
計画を策定�
した先数

A α β γ δ α/A β/α δ/α
正 常 先 ① 2,246 0 0 0 0 0.0% − −
要
注
意
先

うちその他要注意先 ② 238 10 0 10 3 4.2% 0.0% 30.0%
うち要 管 理 先 ③ 14 3 0 3 0 21.4% 0.0% 0.0%

破 綻 懸 念 先 ④ 30 6 0 6 3 20.0% 0.0% 50.0%
実 質 破 綻 先 ⑤ 40 0 0 0 0 0.0% − −
破 綻 先 ⑥ 2 0 0 0 0 0.0% − −

小 計（ ② ～ ⑥ の 計 ） 324 19 0 19 6 5.9% 0.0% 31.6%
合 計 2,570 19 0 19 6 0.7% 0.0% 31.6%

記
高鍋信用金庫事業区域
宮 崎 県　　全域
鹿児島県　　姶良郡湧水町（旧吉松町に限る）

預金積金
281,329百万円

貸出金
113,288百万円

出資金
1,946百万円地域貢献活動

常勤役職員：248人
店　舗　数：23店

高鍋信用金庫

お客様／会員
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

地域とのふれあいと社会貢献活動

　“たかしん”では、経営基本方針である「お客様本位」の考え方を基に地域に根ざした協同組織金融機関として、健全な金融サービス
の提供だけでなく、お客様の事業の発展や豊かで潤いのある暮らしづくり、更には地域の皆様とのふれあいを通じて少しでもお役に立て
るよう、地域文化や環境美化といった社会貢献への活動にも積極的に取り組んでおります。

　平成19年3月に高鍋警察署と覚書
を締結し、児湯郡5店舗で行ってきた
地域内の子供を見守る活動「こども
110番」を平成28年4月1日から全
店舗に広げています。　バイク後方の
トランク面に『こども１１０番』のステッ
カーを貼り、営業活動の中で幼児や小
学生などに注意しながら、下校時など
に不審者や変質者から子供たちを守
るよう心がけています。

　毎月、第２木曜日を「たかしん感謝デー」として、役職員による
各店舗近隣の清掃活動を実施しています。

　当金庫では、高齢者が安全で
安心して生活できる社会を目指
して、宮崎県および県社会福祉
協議会、日常生活に密着した事
業を行う民間事業者及び関係機
関と連携し、孤立死や虐待の恐
れがある方等の早期発見など、
民間事業者だからこそできるき
め細かな見守り活動を推進して
います。バイク後方のトランク面にステッカーを貼り、日常業務
の中で高齢者の方と接する場合に異変等に注意するよう心がけ
ています。

　職員自身も居住地での自治公民館活動や各種グループ活動
の一員として積極的に参加し、地域とのふれあいを大切に、地域
社会の一員として地域のお祭り、イベント等諸行事にも積極的
に参加しております。

　ＳＤＧｓに寄与する活動の一環として、「たかしんフードバン
ク」活動を実施しています。年2回（7月・12月）県下の社会福祉
協議会へ食料品等をお届けします。

　毎年、6月15日の信用金庫の日の活動として、各営業店の近
隣地域の清掃活動や献血活動などを行っています。

高鍋町しんきん通り清掃

こども110番

たかしん感謝デー

高齢者見守り活動

地域とのふれあい

たかしんフードバンク活動

たかしんフィランソロピー

各本支店２2か所を清掃

こども110番

木城町社会福祉協議会への食料品贈呈式

こばやし秋まつり
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

高鍋信用金庫　全店まごころ企画一覧
地域のお客様が笑顔になっていただけますよう､当金庫の本支店で様々な企画を実施しています｡

大工町支店

高原支店

大工町支店

国富支店

清武支店

大工町支店

日向・財光寺・門川支店

新富支店

本　店

川南支店

宮崎東支店

西都支店

本郷支店

木城支店

えびの支店

宮崎南支店

住吉支店

宮崎北支店・大島支店

小林支店

佐土原支店

都農支店

たかしんグルメガイドブック

日本発祥地まつり
奥霧島温泉郷PR

高校生商店街
ビーズキーホルダーワークショップ

しらたま饅頭製造見学会

宮崎第一高校コラボ
日向夏PR大作戦

小戸神社夏越祭おもてなし

高鍋信用金庫学童軟式野球大会
＆ たかしんスマイルマルシェ

おこづかいから学ぶ
お金の教室

高鍋農業高校即売会

もぐぴよ便

ふれあいフェスタ2025
たかしんキッズコーナー

第２回西都ファミリー
ミニ駅伝大会

宮崎第一高校
金融リテラシー教室

木城ふるさとまつり
たかしんキッズコーナー

お米クエストⅢ
スタンプラリー

まごころ防災プロジェクト

たかしくんぬり絵展

防災フェスティバル

小林秀峰高校コラボ商品企画

佐土原高校
高校生アート企画

たかしん制服バンク

おすすめの味、たかしんセレクション

まごころでつなぐ奥霧島温泉郷

若い力と地域をつなぐ“未来の商店街”

地元の味を、未来へつなぐ

日向夏の魅力を、高校生と発信

地域に寄り添う、夏のふれあい時間

みんなでつくる未来の元気！

おこづかいから学ぶ“まごころの金融教育”

地域と育てる、ふれあいの場

まごころを届ける
子ども支援プロジェクト

地域の笑顔が集まるフェスタ！

家族でつなぐ、絆のタスキ

高校生のための、“お金の学び”

ふるさとが笑顔でいっぱいになる日

お米でつながる地域のごちそう

防災も、まごころで

子どもたちの作品でつながる地域

防災をもっと身近に、もっと楽しく

高校生とつくる、小林の新しい名産品

若い感性が、支店を彩る

制服でつなぐ、地域のまごころ

2025年7月

2025年10月26日

2025年11月8日

2025年12月17日

2026年3月15日

2025年7月19日

2025年11月1日・2日

2025年11月～

2025年12月19日

2025年8月・9月

2025年11月2日

2025年12月13日

2026年1月21日

2025年10月18日 2025年10月19日

2025年11月3日 2025年11月

2025年12月～ 2025年12月～

2026年3月～ 2026年3月～
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

地域密着型金融について

　当金庫は、地域のお客様との密接な関係を構築することで得られる定性的な情報を基にして、中小企業の方々が事業面で持つニーズ
等の実現に向けた活動を展開してまいります。
　また、事業の内容や成長可能性を適切に評価（事業性評価）することに努め、経営課題を共有し、コンサルティング機能発揮による課
題解決のための金融支援および経営支援の実施に努めてまいります。
　さらに、地域活性化につながるサービスの提供を行うことにより、地域密着型金融の担い手としての取組みを進めてまいります。

地域密着型金融の取組状況（2025年4月～2026年3月） 

1.ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化
【取組方針】
さまざまなライフステージにある取引先企業の経営課題に対し、コンサルティング機能を十分に発揮し、解決に向けた支援を行っております。

項　目 取　組　策
創業・新規事業開拓 ・ 「たかしん創業支援ローン」による資金需要への対応

・ 信用保証協会と協調した資金需要への対応
・ 日本政策金融公庫と協調した資金需要への対応

・ 公的助成制度の紹介
・ 創業計画の策定支援
・ 販路拡大支援

成長段階における更なる飛躍 ・ ビジネスマッチングによる販路獲得等の支援
・ 事業拡大のための資金需要に対する信用供与
・ 事業拡大における事業計画策定支援
・ 公的助成制度の紹介・申請支援

・ 財務分析レポートや事業性評価の実施による課題解決支援
・ 「たかしん経営サポートローン」による金融支援
・ 「わがまち基金」による事業者サポートプロジェクトの実施
・ たかしん経営セミナーの開催

経営改善・事業再生 ・ 経営改善計画の策定支援
・ 顧客企業による主体的な策定の支援
・ 経営課題の解決の方向性の提案
・ 中小企業再生支援協議会・みやざき経営アシスト等との連携

・ 経営改善計画策定支援先のモニタリング
・ 貸付条件の変更
・ 新規の信用供与

事業承継 ・ 事業承継コンサルティングの実施
・ 事業承継計画の策定支援
・ Ｍ＆Ａのマッチング支援
・ 相続対策支援

・ 株式買取に関する資金支援
・ 株式価値評価
・ 事業承継セミナーの開催

※当金庫単独で対応ができない支援については、信金中央金庫、しんきんキャピタル株式会社等や外部専門機関・外部専門家と連携して取組んでまいります。

２．事業価値を見極める融資をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底
【取組方針】
人材の育成や体制整備を行い、事業の内容や成長可能性を適切に評価（事業性評価）することに努め、担保・保証に過度に依存しない融資を進めると
ともに、各々の中小企業に適した手法による資金供給に努めてまいります。

項　目 取　組　策
事業性評価の積極的な取組み 　当金庫では、事業の内容や成長可能性を適切に把握するために、事業性評価ツールを活用し、経営者の皆様との対話

に努めています。
　【2025年度　事業性評価実施件数　　694件】

不動産担保・個人保証に過度に
依存しない融資の徹底

　当金庫では、中小企業・小規模事業者等の経営者の皆様が金融機関に差入れている個人保証（経営者保証）について、
「経営者保証に関するガイドライン」の適用対象となる新規の保証契約および既往貸出先からの保証契約の見直し依頼
に関しては、要件等を総合的に判断し、適切に対応するよう努めています。

中小企業に適した資金供給手法
の徹底

　当金庫では、以下の独自商品等をはじめ、お客様のニーズや経営課題に対して、最適な資金供給手法を提案するよう
努めています。

・ たかしん経営サポートローン
　宮崎県制度融資の金融機関提案型貸付として「たかしん経営サポートローン」を設けています。
　当商品は、ビジネスモデルの把握や事業計画の策定支援等、事業性評価実施による対話や定期積金契約による定期訪
問等が条件として付されており、アフターフォローも充実した商品となっております。
　【2025年度末　累計実績　72件　407百万円】

・ たかしん創業支援ローン
　創業者向けの商品として「たかしん創業支援ローン」を設けています。
　当商品は、創業計画の策定支援や定期積金契約による定期訪問等が条件として付されており、融資実行後1年間は
1.0％と低利でアフターフォローも充実した商品となっています。
　【2025年度末　累計実績　20件　69百万円】

３．地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献
【取組方針】
地域の情報ネットワークの要としての役割発揮に向け、地域の各方面との連携の構築に努めてまいります。

項　目 取　組　策
地域活性化に繋がる多様なサー
ビスの提供

・ 「たかしん、はっしん!! プロジェクト」
・ 「たかしん次世代経営者の会」の運営
・ 「たかしん５」の取組み

・ その他
次ページ以降に詳細を掲載
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

　当金庫のお取引先の若手経営者と当金庫職員で構成する「たかしん次世代経営者の会」は、愛称を「たかしんスクラム」とし、
セミナーや勉強会、会員同士の交流を通じて、経営課題の解決やマネジメント力の向上に取り組んでいます。
　現在は、営業地区を「児湯西都」「宮崎」「県北」「西諸」の4ブロックに分け、各地域の特色や会員のニーズに応じた活動を展開
しています。地域ごとの交流を深めるとともに、全体でのセミナーや交流会も開催し、ブロックを越えた会員同士のネットワーク
づくりを支援しています。
　「スクラム」という愛称には、会員事業者同士が、また、会員事業者と当金庫職員が肩を組み、信頼できるパートナーとして共
に高みを目指し、成長していくという思いを込めています。

若手経営者と信用金庫職員の
相互交流を通じて、お互いの絆を深めます

たかしんスクラムセミナー

たかしんスクラムたかしんスクラム
（たかしん次世代経営者の会）（たかしん次世代経営者の会）

「たかしん、はっしん!! プロジェクト」「たかしん、はっしん!! プロジェクト」

　「たかしん、はっしん!!」は、地域事業者の認知向上や販路拡大を支援し、地域の活性化につなげ
ることを目的としたプロジェクトです。
　令和8年2月からは、従来の動画インタビューを中心とした発信から、商品やサービスの写真を
活用した特設サイトとInstagram広告による発信へリニューアルしました。広告の制作・配信から
特設サイトの構築・運営までを当金庫が行い、Instagramのフォロワー以外を含む県内の幅広い
利用者へ、事業者の魅力を届けています。
　特設サイトには、事業者の商品・サービスや店舗情報を掲載するとともに、ホームページや地図
情報へ直接移動できる導線を設け、来店や利用につながる仕組みとしています。また、一部の店舗
では、「たかしん、はっしん!!を見た」と伝えることで受けられる特典も設けています。今後もSNS
広告を活用し、地域事業者の認知向上と販路拡大を積極的に支援してまいります。

SNS広告を活用し、地域事業者の魅力を広く「発信」しています

13DISCLOSURE 2026



中
小
企
業
の
経
営
の
改
善
及
び
地
域
の
活
性
化
の
た
め
の
取
組
の
状
況

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

　〝たかしん〟は、希望・笑顔・おもいやりのある明るい未来をつくるため、「誰ひとり取り残さない世界」、「豊かな社会の実現」を
目指して、ＳＤＧｓの達成に貢献します。
　取り組みへの意思表示として、役職員はスーツや制服にＳＤＧｓバッジを着用しているほか、名刺にもロゴマークを表示してい
ます。なお、ＳＤＧｓの達成に向けた取り組みの一環として、2020年１月から当金庫が保証人・引受人となる「たかしんSDGs私
募債・ちいきのミライ」の取扱いも行っています。

高鍋信用金庫 × ＳＤＧｓ
～地域を愛し 人を愛して 豊かな社会を実現する～

ＳＮＳを通して、当金庫や地域の情報を発信しています
　当金庫では、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、ＬＩＮＥの各公式アカウント、
および、YouTubeの公式チャンネルを通じて、お得なキャンペーン
情報や、地域の話題などを情報発信しています。
　もっと身近に、もっと便利に。お手元のスマートフォン等を通じて、
お客様とのコミュニケーションを図ってまいります。

●フェイスブックページアカウント	 @takanabe.shinkin
●インスタグラムアカウント	 takanabe.shinkin
●LINE公式アカウント	 @takanabe.shinkin
●LINEキッズクラブアカウント	 @takashin.kidsclub
●YouTube公式チャンネル	 高鍋信用金庫「まごころ」チャンネル

たかしんＳＮＳ公式アカウント・公式チャンネル

SDGｓバッジ 名刺みほん

高鍋信用金庫は、大正11年の創業以来、地域に根差
す協同組織金融機関として

1.中小企業の健全な発展
2.豊かな国民生活の実現
3.地域社会繁栄への奉仕

を経営理念に掲げ、「Face to Face」を通じてお客様
との信頼関係を大切にして「明るい未来の創造」「豊
かな社会の実現」「豊かな人材の育成」に取り組んで
います。
わたしたちの経営理念は、2015年9月に国連サミッ
トで採択された「持続可能な開発目標 SDGｓ」と共通
する理念であり、この理念の具現化や地域社会課題の
解決、地域活性化へ貢献を通じて、SDGｓの達成に取
り組んでまいります。

【高鍋信用金庫ＳＤＧｓ宣言】

ＳＮＳでのコミュニケーション

高鍋信用金庫ＳＤＧｓ宣言

Face
book

Insta
gram LINE

たかしんのSNSで
お店をPRしませんか？
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

　〝たかしん〟の愛称で親しまれる当金庫を含む全国5つの信用金庫が、地域活性化等を目的として包括連携協定を結びました。
　これまでには、経営トップ同士による意見交換会の実施や、優績職員および女性職員の研修会の開催といった役職員の人的
交流はもとより、「お客様の年金旅行」や「お取引経営者組織の研修旅行」などでの地域交流が行われたほか、預金キャンペーン
における懸賞品での「地域特産品の相互調達」など、多岐にわたる相互交流の実績が生まれています。

地域の皆さまから
〝たかしん〟と呼ばれることへの誇り

たかしん5（たかしんファイブ）

高岡信用金庫

高崎信用金庫

高山信用金庫

高松信用金庫

高鍋信用金庫

たかしん5サミット

■ 店舗整備および店舗運営の再構築による強靭な組織づくりを目指して

　当金庫では、100周年記念事業の一環として、本店（高鍋町）の建て替えを行いました。皆さまの大切な資産をお預かりする
地域金融機関として、防災面にも配慮した店舗整備を順次進めております。
　なお、木城支店（児湯郡）、都農支店（児湯郡）、住吉支店（宮崎市）、宮崎東支店（宮崎市）、財光寺支店（日向市）、宮崎南支店

（宮崎市）、国富支店（東諸県郡）、門川支店（東臼杵郡）、大工町支店（宮崎市）、本郷支店（宮崎市）、清武支店（宮崎市）、大島支
店（宮崎市）、高原支店（西諸県郡）、えびの支店（えびの市）においては、窓口休業時間（11：30～12：30）を設けさせていただ
くなど、少人数で、安全かつ効率的な店舗運営に取り組んでいます。

本店
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当金庫のあゆみ

■　郷土の偉人 石井十次先生

　石井十次は1865年（慶応元年）4月11日、宮崎県児湯郡高鍋町に生まれ、「児童福祉の父」と言われ、22
歳の若さで孤児救済の事業に着手し、日本で最初に孤児院を創設した人物です。
　食べさせるだけでなく、労働を通じて教育をすることが大切であるとの信念のもと、3,000人を超す孤児
救済に生涯を捧げました。
　1990年に石井十次顕彰会が創設され、毎年、石井十次の精神を承継し、福祉活動に尽力している団体に

「石井十次賞」が贈られています。
高鍋信用金庫創業60周年記念事業として高鍋町中央公園に『石井十次先生銅像建立』（1981年4月）

当金庫のあゆみ

大正

昭和

平成

令和

大正11年  4月

昭和25年  4月
昭和27年  5月
昭和29年  8月
昭和30年  5月
昭和38年  3月
昭和42年  7月
昭和44年  6月
昭和46年  7月
昭和47年  6月
昭和48年  9月
昭和51年11月
昭和53年  7月
昭和53年10月
昭和55年  5月
昭和55年  6月
昭和56年  4月
昭和57年  5月
昭和59年  8月
昭和59年10月
昭和61年  5月
昭和62年  4月
昭和63年  8月

平成  4年10月
平成  4年10月
平成  4年12月
平成  9年  4月
平成13年  4月
平成15年  6月
平成17年10月
平成19年  4月

平成23年  2月
平成24年  2月
平成28年  2月
平成28年  2月
平成28年11月
平成30年  7月
平成30年  9月
平成31年  2月
平成31年  4月

令和元年10月
令和  2年  3月
令和  2年11月
令和  3年  6月
令和  3年  7月
令和  3年  7月
令和  4年  3月
令和  4年  7月
令和  4年  8月
令和  5年10月
令和  5年11月
令和  7年  3月
令和  8年  7月

有限責任高鍋信用組合として事業を開始

新富支店開設
信用金庫法に基づく信用金庫に組織変更し、名称を高鍋信用金庫と改める
木城支店開設
川南支店開設
都農支店開設
日向支店開設
佐土原支店開設
宮崎北支店開設
預金量100億円突破
住吉支店開設
宮崎東支店開設
西都支店開設
預金量500億円突破
財光寺支店開設
宮崎南支店開設
米沢信用金庫と姉妹金庫盟約締結
国富支店開設
門川支店開設
預金量1,000億円突破
大工町支店開設
日知屋支店開設
本郷支店開設

貸出金1,000億円突破
清武支店開設
預金量1,500億円突破
大島支店開設
石井十次先生「帰国途上の所感」の詩碑建立
第6回「信用金庫社会貢献賞」において「石井十次」顕彰活動が【会長賞】を受賞
 西諸信用金庫と合併し、新生「高鍋信用金庫」がスタート　預金量2,000億円突破
高鍋警察署との間に覚書を締結し、子供たちを守る『こども１１０番』の活動を開始

（該当店舗 ： 本店・新富支店・木城支店・川南支店・都農支店）
飯野支店、加久藤支店に店舗統合。野尻支店、上町支店に店舗統合。川東支店、高原支店に店舗統合
90周年記念事業として都農支店新築

「高鍋町と高鍋信用金庫との包括的連携に関する協定書」を締結
「宮崎県と県内5信用金庫並びに信金中央金庫との包括連携協定」を締結
加久藤支店を新築し、えびの支店に名称変更

「たかしんキッズクラブ」設立
公式「facebook」、「Instagram」を開設
日向支店を新築移転

「新富町における地域振興に関する包括連携協定書」を締結

「たかしん次世代経営者の会」発足
「たかしんSDGｓ宣言」公表および「たかしんSDGｓ私募債」初の引き受け
小林支店を新築移転し、同支店内に上町支店を店舗内店舗化
100周年記念事業の一環として本店・本部を新築（プレオープン）
日知屋支店を移転し、日向支店内に店舗内店舗化
高鍋町と「災害時における避難所等施設利用に関する協定書」を締結
新本店・本部のグランドオープン

「たかしんフードバンク活動」開始。高鍋町社会福祉協議会へ食料品等を贈呈
（株）宮崎銀行と「事業継承・M&A業務に関する協定」を締結
日知屋支店、日向支店に店舗統合
上町支店、小林支店に店舗統合
インターネット支店を開設
宮崎北支店の新築リニューアルオープン

16 DISCLOSURE 2026



主
な
商
品
の
ご
案
内

当金庫のあゆみ 主な商品のご案内

【商品利用にあたっての留意事項】
○このほかにも、さまざまな商品・サービスをご用意しております。
○商品ごとに、ご利用に際して条件等がございます。また、取扱い期間やお申込方法等が異なります。
○詳しくは、得意先係もしくは営業店窓口にてお尋ねください。

夢のある商品を多数取り揃えお客様の豊かな暮らしを応援します。

■デジタル通帳
　デジタル通帳をご利用のお客さまは、来店不要で、専用の定期預金や定期積金をスマートフォンからご契約いただけ
ます。

■納税専用定期積金「準備万端」
　消費税・所得税・法人税等の納税資金を計画的にご準備いただくための定期積金です。ご契約期間は6か月以
上2年以内、掛込金額は1万円以上です。毎月一定額を積み立てることで、納税時期に向けた資金準備を着実に進
められます。

■WEB完結型ローン
　スマートフォン等からお申込みいただき、来店せずに契約までお手続きいただけます。カーライフプラン、新
教育カードローン、フリーローン、ミニカードローンの4商品を取り扱っています。

■たかしん固定金利選択型住宅ローン
　マイホームの新築・購入、住宅の増改築などにご利用いただける住宅ローンです。お客さまのライフプランに
合わせた返済計画をご提案し、安心できる住まいづくりを長期にわたりサポートします。

■たかしん教育プラン
　お申込人ならびにその子弟・孫・被扶養親族にかかる教育資金等にご利用いただけます。進路に応じて必要と
なるまとまった費用など、お子さまの未来を支えるさまざまな資金ニーズにお応えします。

■たかしん経営サポートローン
　当金庫営業地区内において事業を営む法人および個人事業主の方で、宮崎県信用保証協会の保証を受けられる
方が対象となります。融資金額は、運転資金1千万円以内、設備資金3千万円以内です。日々の事業運営から設備
投資までさまざまな資金ニーズに対応し、お客さまと経営課題を共有しながら、解決に向けたサポートに取り組
んでいます。

令和7年3月3日インターネット支店開設
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法人インターネットバンキングサービス

デビットカード

自動支払サービス

ＡＴＭ振込サービス

インターネットバンキングサービス

デジタル通帳

定額自動送金サービス

スポーツ振興くじ（toto）取扱店

電子債権記録業に係る業務

パソコンから残高・入出金明細の照会やファイル伝送（総合振込・給
与振込・預金口座振替）などの取引をご利用いただけます。

「Ｊ－Ｄｅｂｉｔ」の全国の加盟店で、お買い物やお支払の際に現金を
用意しておく必要がなく、キャッシュカードがそのままご利用いただけ
るサービスです。

電気・ガス・水道・電話・ＮＨＫ受信料などの公共料金を始め、税金・
保険料・県立高校等の校納金などを、ご指定の口座から自動的にお
支払いいたします。

ＡＴＭ（現金自動入出金機）の簡単な操作で振込ができる、とっても
便利でお得なサービスです。

お手持ちのパソコンや携帯電話から振込・振替・残高照会などの取
引を簡単にご利用いただけます。

紙の通帳を発行せず、スマートフォンアプリでお取引明細の閲覧や、
総合口座定期の新約および解約などの取引をご利用いただけます。

毎月の家賃振込やお子様への仕送り等のように、毎月または数ヶ月
に一度の間隔で一定額を振り込む際にご利用いただけるサービス
で、ご指定口座から振り込みます。

スポーツ振興くじ（toto）の当選チケット払戻業務を下記の7店舗で
行っています。
・・本店　・・日向支店　・・佐土原支店　・・宮崎北支店
・・西都支店　・・小林支店　・・えびの支店

でんさいネットサービスは、手形や振込みに代わる新たな決済手段と
しての「でんさい」をご利用いただけるサービスです。

　当金庫は、2018年7月に「たかしんキッズクラブ」を設立しました。
　この取り組みは、地元・宮崎の将来を担い、かつ、当金庫の未来のお客
様となりうる「キッズ世代の育成」および「子育て世帯への支援」を通じ
て、お取引基盤の強化と地域活性化を目指すものです。
　メンバーの皆さまには、様々な特典やクラブ活動をご案内いたします。 キッズクラブ

LINE公式アカウント

(1)将来の宮崎を背負って立つ若年層の健全な育成に貢献する。
(2)地域の子供が地域への誇りや愛着を醸成する仕組み作りに貢献する。
(3)子育て支援を通じ、地元宮崎の人口減少の克服に貢献する。

(1)ご加入対象　0～15歳以下のお子様
(2)お申込要領

①保護者の方を通じて「たかしんキッズクラブ入会申込書」を提出いた
だきます。

②キッズクラブ専用の普通預金口座をご開設いただきます。
③たかしんキッズクラブLINEのお友達登録を行っていただきます。
④新規加入費・年会費は無料です。

(1)入会時にオリジナルグッズをプレゼント
(2)キッズクラブ専用の普通預金の金利優遇
(3)子育てサポート定期預金（保護者名義）をご案内

「職場体験」「工場・施設見学」「親子料理教室」「各種ス
ポーツ活動」「親子日帰り旅行」「金融教室」等の魅力
的なイベント企画への参加をご案内いたします。

１．設立の理念

２．仕組み

３．特典

４．活動内容

たかしんキッズクラブ

サッカー公式戦に無料招待
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サービス機能　 報酬体系について

１．対象役員

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執
行の対価として支払う「基本報酬」及び在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されて
おります。

　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定
しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。ま
た、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。

　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　　ａ．決定方法　ｂ．支払手段　ｃ．決定時期と支払時期

　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財
産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年３月２９日付金融庁告示第２２号）第２
条第１項第３号、第４号及び第６号並びに第３条第１項第３号、第４号及び第６号に該当する事項はありませんでした。

（１）報酬体系の概要

（２）2025年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（３）その他

【基本報酬】

【退職慰労金】

区　分 支 払 総 額
対象役員に対する報酬等 98

（単位：百万円）

１．対象役員に該当する理事は9名です（期中に退任した者を含む）。
２．上記の内訳は、「基本報酬」89百万円、「退職慰労金」8百万円となっております。
　なお、「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。
３．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
２．「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、当金庫の連結総資産に対して２％以上の資産を有する会社等をいいます。
３．「同等額」は、2025年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
４．2025年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

（注）

（注）

２．対象職員等

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、当金庫の主要な連結子法人等の
役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与
える者をいいます。
　なお、2025年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

入庫式
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内部統制の強化に向けて

　近年、よく耳にする言葉に「内部統制」という言葉があります。
　内部統制とは「組織内部で法律違反や不正な行為が行われたり、ミスやエラーが発生したりすることを防ぎ、健全な組織活動を
維持していくための仕組み」であると解されます。
　そして、この仕組みを有効に機能させるためには、予め定められた適切なルールや基準、手続きに従ってすべての業務が正しく遂
行されることが必要であり、各種業務のリスクを洗い出したうえで、内部統制の整備状況や運用状況を継続的に監視及び評価して
いくことが重要なこととなります。
　当金庫におきましては、2026年4月に「内部管理基本方針」を改正し、この基本方針に基づき業務の適切性の確保を目指し取り
組んでおります。

　本方針は、信用金庫法第36条第5項第5号及び同法施行規則第23条に基づき、業務の健全性及び適切性を確保する体制を整備し、
その実効性の確保に努めることを目的とする。

内部管理基本方針

①　当金庫は、法令等遵守の徹底を業務の健全性及び適切性を確保するための最重要課題の一つとして位置付け、「高鍋信用金庫
行動綱領」とこれに基づく「法令遵守方針」及び「法令等遵守規程」を定めるとともに、役職員が遵守すべき法令等の解説、違法行為
を発見した場合の対処方法等を具体的に示した手順書である「コンプライアンス・マニュアル」・「不祥事件の取扱に関する要領」及
びコンプライアンスを実現させるための具体的な実践計画を記した「コンプライアンス・プログラム」を策定する。

②　当金庫は、法令等遵守に関する事項を一元的に管理する「コンプライアンス統括部門」を設置するとともに各業務部門および営
業店等毎に「コンプライアンス担当者」を配置し、コンプライアンス統括部門との連携を図る。

　　また、公益通報者保護の窓口として、コンプライアンス上疑義のある行為を知った場合に、所属部店の上司を介さず、直接コンプラ
イアンス統括部門の管理者に報告・相談等を行うことができるコンプライアンス相談窓口を設置する。

③　当金庫の内部監査部門は、法令等遵守態勢の有効性および適切性について監査を行い、その結果を理事会、常勤理事会および
監事に報告するとともに、必要に応じて被監査部門および統括・管理部門に改善すべき事項の改善を指示し、その実施状況を検証
する。

④　当金庫は、当金庫が作成した「高鍋信用金庫行動綱領」をグループ全体のコンプライアンスの考え方の根幹とし、これを子法人等
の役職員に周知する。

⑤　当金庫は子法人等に対し、その業態や規模、特性等を踏まえつつ「高鍋信用金庫行動綱領」に基づき行動綱領や倫理規定、コン
プライアンスマニュアル等の策定を義務付ける。

⑥　当金庫は、子法人等において業務の決定及び執行について相互監視が適正になされるよう、取締役会と監査役の設置を義務付
けるとともに、当該子法人等におけるコンプライアンス責任者を配置させる。

⑦　当金庫は、理事長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、金庫グループ全体のコンプライアンスを統括するとともに、当
金庫のコンプライアンス統括部門が子法人等に対してコンプライアンスに関する指導、監督等を行う。

⑧　当金庫は、子法人等において業務の決定及び執行について相互監視が適正になされるよう、必要に応じて子法人等の非常勤取
締役及び非常勤監査役を当金庫の理事・監事が兼務する。

⑨　当金庫は、子法人等の役職員を対象とし、当金庫のコンプライアンス部門の担当者によるコンプライアンス研修を定期的に実施す
ることにより、コンプライアンス意識の醸成を図る。

⑩　当金庫の内部監査部門は、定期的又は必要があると認められるときは、法令等に抵触しない範囲において、当金庫グループのコン
プライアンス及びリスク管理の観点から子法人等への監査を行い、その結果を代表理事へ報告する。当該報告を受けた代表理事
は、その内容を必要に応じて常勤理事会に報告する。

⑪　当金庫では、当金庫グループにおける法令違反等の未然防止と早期解決を図るため、子法人等の取締役等及び使用人において
も、当金庫の顧問弁護士、リスク統括部長、監査部長に対して直接通報を行うことができる「内部通報ホットライン」を整備する。

⑫　当金庫は、子法人等においてコンプライアンス上重大な問題が発生した場合には、当金庫が設置するコンプライアンス委員会に
おいて、子法人等の代表取締役を交えて今後の対応の方向性や未然防止策について協議する。

①　当金庫の理事の職務の執行に係る情報については、文書（電磁的記録を含む。）の整理保管、保存期限及び廃棄ルール等を定め
た「文書取扱規程」に基づき、適正な保存及び管理を行う。

②　当金庫の理事及び監事は、これらの文書を常時閲覧することができる。

①　当金庫は、当金庫グループ全体の適正な統合的リスク管理を実現するため、「統合的リスク管理規程」をリスク管理の基本規程と
して策定し、リスクカテゴリー毎にそれぞれのリスクの特性等に応じた管理規程等を策定する。

②　当金庫は、当金庫グループ全体のリスクを一元的に管理する部門（以下、「リスク管理部門」という。）及びリスクカテゴリー毎の主
管部門を定め、リスク管理の実効性及び相互牽制機能を確保する。

１． 当金庫の理事及び職員並びに当金庫の子法人等(信用金庫法施行令第11条の2第2項に規定する子法人等をい
　う。以下同じ)の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

２． 当金庫の理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

３． 当金庫及び当金庫の子法人等の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
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①　「理事会」とその委任を受けた審議・決定機関である「常勤理事会」を、一体化した意思決定・監督機関と位置づけ、それぞれの運
営及び付議事項等は「理事会規程（及び同付議基準）」及び「常勤理事会規程（及び同付議基準）」に定める。

②　理事会は、機関・職制・業務分掌・権限委譲等に関する諸規定を策定し、効率的な職務遂行を実践する。
③　理事会は、経営方針、経営計画、業務・態勢に係る基本方針等を定め、より具体的な対応は常勤理事会、各種委員会および担当

理事等の判断に委ねる。
④　当金庫は、当金庫グループの経営方針、経営計画、業務・態勢にかかる基本方針等を策定するとともに、子法人等の業務運営方

針や経営計画その他重要事項の策定にあたっては、子法人等の規模や特色等を踏まえつつ、当金庫が示すグループ経営方針等に
準拠した内容としているかを子法人等管理部門において検証する。

⑤　当金庫は、子法人等における職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他組織に関する基準を子会社管理基準に定め、
子法人等の規模や特性等を踏まえつつ、子法人等が当金庫グループの経営方針等に準拠した体制を構築しているかを子法人等
管理部門において検証する。

⑥　当金庫は、子法人等管理部門において、子法人等における業務運営方針や経営計画に基づく事業の実施状況を定期的に管理・
検証し、必要に応じて常勤理事会へ報告する。

⑦　当金庫は、子法人等管理部門において子法人等の業務運営上の相談窓口を設けるとともに、子法人等からの求めがあるときは、
個別の事案に応じて当金庫の役職員のうち適切な人材を派遣する。

①　当金庫の代表理事は、子会社管理基準に基づき、子法人等の代表取締役から定期的に、子法人等の取締役等の職務執行の状
況のうち重要な情報など経営上の重要事項に関する報告を受ける。当該報告を受けた代表理事は、その内容を必要に応じて理事
会及び常勤理事会に報告する。

②　当金庫は、当金庫の代表理事及び子法人等の代表取締役を構成員とするグループ役員連絡会を定期的に開催し、経営上の課
題等について協議するとともに、子法人等の取締役等の職務執行の状況など経営上の重要事項に関する報告を義務付ける。当該
報告を受けた代表理事は、その内容を必要に応じて理事会及び常勤理事会に報告する。

③　当金庫の内部監査部門は、定期的又は必要があると認められるときは、法令等に抵触しない範囲において、当金庫グループのコン
プライアンス及びリスク管理の観点から子法人等への監査を行い、その結果を代表理事へ報告する。当該報告を受けた代表理事
は、その内容を必要に応じて理事会及び常勤理事会に報告する。

④　当金庫では、当金庫グループにおける法令違反等の未然防止と早期解決を図るため、子法人等の取締役等及び使用人において
も、当金庫の顧問弁護士、リスク統括部長、監査部長に対して直接通報を行うことができる「内部通報ホットライン」を整備する。

①　当金庫の監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合は、理事会は監事と協議のうえ、内部監査部門の職員を、監
事を補助すべき職員として指名することができる。

②　当金庫の監事を補助すべき職員の配置に当たっては、キャリア等を十分に考慮した配置とする。

４． 当金庫の理事及び当金庫の子法人等の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

５． 当金庫の子法人等の取締役、執行役、業務を執行する社員、会社法第598条第1項の職務を行うべき者その他こ 
　れらの者に相当する者の職務の執行に係る事項の当金庫への報告に関する体制

６． 当金庫の監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項

　　また、統合的リスク管理方針に基づき、資産・負債を総合管理し、運用戦略等の策定・実行に関わる部門を「ＡＬＭ委員会」とす
る。

③　当金庫のリスク統括部門は、当金庫及び当金庫の子法人等におけるリスクの状況を定期的に又は必要に応じて随時常勤理事会
に報告する。また、特に経営に重大な影響を与える事案については、常勤理事会及び理事会に速やかに報告する。

④　当金庫の内部監査部門は、当金庫グループ全体の統合的リスク管理態勢の有効性及び適切性について監査を行い、その結果を
理事会、常勤理事会及び監事に報告するとともに、必要に応じて被監査部門及び統括・管理部門に改善すべき事項の改善を指示
し、その改善状況を検証する。

⑤　当金庫は、統合的リスク管理規程に基づき、子法人等にリスク管理を行う部門やリスク管理担当者を置くことのほか、リスク管理
規程を策定することを義務付ける。

⑥　当金庫は、当金庫の理事長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、定期的にリスク統括部門からモニタリングの結果等につ
いて報告を受けるとともに、当金庫グループのリスク管理体制に係る課題や対応策を協議する。

⑦　当金庫の子法人等において、リスク管理上重大な問題が発生した場合には、当該子法人等の代表取締役は、直ちにリスク管理委
員長への報告を行うことを義務付け、当該報告を受けたリスク管理委員長は、リスク管理委員会を開催して対応を検討のうえ、当金
庫において事案に応じた支援を行う。

⑧　当金庫は、大規模自然災害、重大なシステム障害及び風評リスク等の不測の事態により生じ得る損害や影響を最小限に抑えるた
め、当金庫が策定する「業務継続計画」を当金庫グループ全体に適用させ、これを当金庫と当金庫の子法人等の役職員に周知する
ことにより平時よりグループ全体の危機管理体制を整備する。
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①　当金庫の監事は、職務を適切に遂行するため、理事、会計監査人、内部監査部門、コンプライアンス統括部門の管理者、子会社の
取締役等との緊密な連携を図り、定期的な情報交換を行う等、適正な監査の実施に努める。

②　当金庫の代表理事は、監事と定期的に意見交換会を実施し、監事から監事監査の環境整備等について要請があれば誠実に協
議を行う。

③　当金庫は、監事が独自に意見形成するために、弁護士、公認会計士その他の専門家に依頼する体制を確保する。

①　当金庫は、当金庫グループの内部通報ホットライン等を利用して、当金庫の監事への報告を行った者が当該報告をしたことを理由
として、不利な取扱い(人事異動や考課等の人事権に係る事項のほか、嫌がらせの言動などの報復措置等の一切を含む)を行うこと
を禁止し、これを内部通報者保護規程に定めたうえで、当該規程の内容を当金庫及び子法人等の役職員に周知する。

②　当金庫は、上記の報告を行った者の職場環境が悪化しないよう適切な措置を講じる。
③　当金庫は、内部通報者保護規程において、監事への報告については、匿名で行うことを認めるとともに、その報告を行った者の個

人情報及びその報告内容を開示してはならない旨を規定する。
④　当金庫は、上記の報告を行った者に対して不利な取扱いを行った者がいた場合には、内部通報者保護規程や就業規則等に則り

厳格な処分を行う。

①　当金庫は、監事が監査費用の前払いや償還に係る請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務がその職務の執行に必要で
ないと認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

　②　当金庫は、不祥事発生時等において、監事が外部の専門家(弁護士、公認会計士等)を利用することを請求した場合、当該請求
がその職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、その費用を負担する。

　③　当金庫は、当金庫の経営計画及び監事の監査計画等に基づき、毎年一定額の監査費用に係る予算を計上することとし、その
額の決定にあたっては、あらかじめ監事の同意を要するものとする。

　④当金庫は、監事が監査費用の前払いや償還に係る請求をしたときは、上記予算額を超過する場合であっても、その職務の執行に
必要でないと認められる場合を除き、速やかに費用又は債務を処理する。

９． その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１０． 当金庫の監事への報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
　　めの体制

１１．当金庫の監事の職務の執行について生ずる費用の前払い、又は償還の手続きその他の職務の執行について生ず
　　る費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

①　当金庫は、当金庫及び子法人等の役職員が、法令・定款違反又はその可能性のある事実を発見した場合や、当金庫又は子法人
等に著しい損害を及ぼす可能性のある事実を発見した場合には、当金庫グループの内部通報ホットライン等を利用することにより、
直ちに当金庫の監事又は内部通報ホットラインの担当部門へ報告を行うよう義務付ける。なお、当該担当部門に当該報告がなされ
た場合にあっては、当該担当部門は直ちに監事への報告を行うこととする。

②　当金庫の監事は、当金庫及び子法人等の役職員に対して、その職務において必要な事項の報告を求めることができるものとし、そ
の要請を受けた者は、当該監事に対して速やかに適切な報告を行うことを義務付ける。

③　当金庫の監事は、その職務の必要な範囲において、当金庫及び子法人等の業務執行に係る重要な書類を閲覧できるほか、必要
に応じて担当部門に説明を求めることができる。

④　当金庫は、金庫グループの内部通報ホットラインの担当部門が当金庫の監事に対して、内部通報の状況等（監事に直接通報され
た事項を除く）について、定期的に報告を行うよう義務付ける。

８． 当金庫の理事及び職員並びに当金庫の子法人等の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当
　金庫の監事に報告するための体制

①　当金庫は、監事の職務を補助すべき職員は、当該監査業務に関して監事の指揮命令のみに従い、理事の指揮命を受けないことと
する。

②　当金庫は、当該職員の人事異動及び考課等の人事権に係る事項や当該職員の懲戒処分の決定については、予め監事の同意を
求めることとする。

③　当金庫は、監事の求めに応じ、監事と事前協議のうえ、その職務を補助すべき職員を配置する。

７． 当金庫の監事の職務を補助すべき職員の理事からの独立性及び当該職員に対する支持の実効性の確保に関する
　事項
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内部統制の強化に向けて 内部統制に基づくリスク管理体制
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（2026年4月1日現在）

各リスクカテゴリーの基本方針

■　金融円滑化管理方針 ■　統合的リスク管理方針

■　法令等遵守方針

　「金融円滑化管理」とは、適切なリスク管理の下、金融仲介機能を積極的
に発揮する観点から、これらを達成するために必要となる管理をいいます。
　当金庫は、地域の健全な事業を営む事業者及び個人に対して必要な資金
を円滑に供給していくこと、並びに地域の事業者の経営相談・経営指導及び
経営改善に関するきめ細かな支援に取組むことは、当金庫の最も重要な役
割の一つであると認識し、適切なリスク管理体制の下、金融仲介機能を積極
的に発揮していきます。

　「統合的リスク管理」とは、金融機関の直面するリ
スクに関して、自己資本比率の算定に含まれないリス
ク（与信集中リスク、銀行勘定の金利リスク等）も含め
て、それぞれのリスクカテゴリー毎（信用リスク、市場リ
スク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを
総体的に捉え、金融機関の経営体力（自己資本）と比
較・対照することによって、自己管理型のリスク管理を
行うことをいいます。
　当金庫は、統合的リスク管理の徹底が経営基盤を
強固なものにすることを強く認識し、統合的リスク管
理を経営上の重要課題と位置付け、全ての役職員が
一丸となって、多様なリスクの正確な把握、適切な管
理・運営を通じ、統合的リスク管理態勢の整備に積極
的に取り組んでいきます。

　法令のほか、金庫内の諸ルール、確立された社会規範を含むルール等の
遵守の徹底が金融機関としての信頼の維持、業務の健全性及び適切性の確
保のため必要不可欠であることを十分に認識するとともに、お客様の正当な
利益の保護や利便性の向上に向けて継続的な取組みを行い、法令等遵守
態勢の整備・確立に取り組んでいきます。

部店長・主任調査役会
（総合企画部）

推進委員会
（お客様支援部）

融資勉強会�
（融資部）

事務担当者勉強会
（事務統括部）

緊急時対応委員会
（リスク統括部）

事務改善・監察委員会�
（事務統括部）

人事・教育検討委員会
（人事部）

安全衛生委員会
（人事部）
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IT戦略委員会
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統合的リスク管理態勢
統括部署　リスク統括部

顧客保護等管理委員会
事務局　お客様支援部

コンプライアンス対策委員会
事務局　リスク統括部

リスク管理委員会
事務局　リスク統括部

ALM 委員会
事務局　総合企画部

監査法人監 事 会

業務継続基本計画（対策本部） サイバーセキュリティインシデント対応組織

顧問弁護士

本部各部・営業店・関連会社・お客様
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内部統制に基づくリスク管理体制

■　顧客保護等管理方針

■　自己資本管理方針

■　流動性リスク管理方針

■　信用リスク管理方針

■　市場リスク管理方針

■　カスタマーハラスメントに対する基本方針

■　オペレーショナル・リスク管理方針

　顧客保護等管理に関する法令やルールを厳格に遵守し、社会
規範に則り、誠実かつ公正な活動を遂行し、お客様からのご相談
や苦情等については、公正・迅速・誠実な対応によりご理解と信
頼を得られるよう努めるとともに、お客様の正当な利益の保護や
利便性の向上に向けて継続的に取り組んでいきます。

　「自己資本管理」とは、自己資本充実に関する施策の実施、自己
資本充実度の評価及び自己資本比率の算定を行なうことをいい
ます。
　当金庫は、自己資本に関する諸施策の実施、自己資本の評価
及び正確な自己資本比率の算定を行い、健全性及び適切性を確
保することを目的とした自己資本管理態勢を構築していきます。

　「流動性リスク」には、「市場流動性リスク」及び「資金繰りリス
ク」があります。
　「市場流動性リスク」とは、市場の混乱等により市場において取
引ができない場合や、通常よりも著しく不利な価格での取引を余
儀なくされることにより損失を被るリスクをいいます。
　「資金繰りリスク」とは、金融機関の財務内容の悪化等により、
必要な資金が確保できなくなり資金繰りがつかなくなる場合や、
資金の確保に通常より著しく高い金利で資金調達を余儀なくさ
れることにより金融機関が損失を被るリスクをいいます。

　「信用リスク」とは信用供与先の財務状況の悪化等により、資
産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し、金融
機関が損失を被るリスクです。このうち、特に海外向け信用供与
について、与信先の属する国の外貨事情や政治・経済情報等によ
り金融機関が損失を被るリスクを、カントリーリスクといいます。
　当金庫は、自己査定の債務者区分及び分類結果、信用格付等
に基づいてリスクを適正に把握し、適切なポートフォリオ管理等
に反映させ、信用リスク管理態勢を構築することで健全性及び適
切性を確保していきます。

　「市場リスク」とは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク
ファクターの変動により、資産・負債（オフ・バランスを含む）の価
値が変動し損失を被るリスクをいいます。
　当金庫は、市場リスクに関する組織、事務分掌及び職務権限
等を基本とした市場リスク管理態勢を構築することで健全性及
び適切性を確保していきます。

　当金庫では、今後もより良い顧客サービスを提供するために
は、職員が心身ともに健康で、気持ちよく働ける環境を提供するこ
とが必要不可欠であると考え、その実現を図るために「カスタマー
ハラスメントに対する基本方針」を定めています。

　「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職員の活動、
若しくはシステムが不適切であること、または、外生的な事象によ
り損失を被るリスクをいいます。

（1）事務リスク
　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事
故・不正等を起こすことにより当金庫が損失を被るリスクをい
います。

（2）システムリスク
　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤
作動等、システムの不備等に伴い当金庫が被るリスク、及びコ
ンピュータの不正使用やサイバー攻撃により当金庫が被るリ
スクをいいます。

（3）法務リスク
　法務リスクとは、顧客に対する過失による義務違反及び不
適切な営業慣習等から生じ当金庫が被るリスク（損失・損害）
をいいます。

（4）人的リスク
　人的リスクとは、人事運営上の不公平・不公正（報酬・手
当・解雇等の問題）・差別的行為（セクシャルハラスメント等）
から生じ当金庫が被るリスク（損失・損害）をいいます。

（5）有形資産リスク
　有形資産リスクとは、当金庫が災害その他の事象から生じ
る有形資産の毀損・損害等をいいます。

（6）風評リスク
　風評リスクとは、当金庫の評判の悪化や風説の流布等によ
り、信用が低下することから生じるリスク（損失・損害）をいい
ます。

　当金庫は、オペレーショナル･リスクに関する組織、事務分掌及
び職務権限等を定め、総合的なオペレーショナル・リスク管理態
勢を構築することにより、健全性の確保、収益性の向上を図って
いきます。

宮崎地区スクラムセミナー
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内部統制に基づくリスク管理体制

　当金庫は、マネー・ローンダリング・テロ資金供与・拡散金融（以下、「マネロン等」といいます。）の防止に向け、適用される関係法令等を
遵守し、業務の適切性を確保すべく、基本方針を次の通り定め、管理態勢を整備します。

　理事会は、マネロン等の防止を経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけ、マネロン等の脅威に対し、組織として適切に対応できる
管理態勢を構築します。
　具体的には、組織全体で連携・協働してマネロン等のリスクを特定・評価・低減するための枠組みの構築、各部門の利害調整及び指導・支援、
マネロン等リスクの評価結果を踏まえた方針・規程・手順等の策定、マネロン等リスクを適切にコントロールするために必要となる経営資源
の配分等について、主導性を発揮します。
　また、自金庫のマネロン等リスクが変化した際や、運営上の課題が確認された場合には、改めて方針・規程・手順等の見直しを検討し、マネ
ロン等対策の実効性を高める対応態勢を構築します。

　当金庫におけるマネロン等対策の責任を担う担当役員を任命するとともに、マネロン等対策の主管部を設置し、専門性を有する人材を配
置してマネロン等対策に関わる役員・職員間での連携の枠組みを構築します。

　リスクベース・アプローチの考え方に基づき、国によるリスク評価（犯罪収益移転危険度調査書）及び当金庫の疑わしい取引の届出の状況
等を踏まえ、当金庫が直面しているマネロン等に関するリスクを特定したうえで、自らの事業環境・経営戦略・リスク特性をもとに、取引量や影
響の発生率、影響度等の観点を踏まえてリスクの大きさを評価し、リスクに見合った低減措置を講じます。

　新規取引開始時及び顧客情報や取引内容等に応じて取引開始後継続的に、本人確認や取引目的の確認等を実施する態勢を整備します。
　また、当金庫が顧客や取引内容等に関して確認が必要な情報を検知した場合等には、必要に応じて追加的な証跡資料等の提出を求めて
追加の確認・調査を実施することで、継続的な顧客管理による対応策を見直します。

　営業店からの報告、またはシステムによるモニタリング・フィルタリングでの検知、捜査機関等からの照会、顧客の申し出等を受け、疑わし
い取引を検知した際は、顧客の属性、取引時の状況等を総合的に検証・分析することで、疑わしい顧客や取引等を適切に把握し、疑わしい取
引に該当すると判断した場合は、当局に速やかに疑わしい取引の届出を行います。

　取引フィルタリングシステム等により制裁対象者との取引を検知し、調査の結果、制裁対象に該当すると判断した場合、当該取引を謝絶す
るとともに、資産凍結等の措置を適切に実施します。

　継続的な研修を通じて、マネロン等対策に関わる全ての役職員の知識習得、意識向上を図るとともに、役割に応じた専門性・適合性等を有
する役職員の確保・育成に努めます。

　マネロン等対策の管理態勢について、主管部による営業店、ＡＴＭ等における対策の実効性を定期的に検証し、対策の実効性確保に向け
た改善を進めるとともに、独立した内部監査部門による定期的な監査を実施し、その監査結果を踏まえて、さらなる改善に努めます。

　新規取引開始時及び取引開始後継続的に実施する本人確認や取引目的の確認、追加の確認・調査等について顧客から理解を得るため、当
金庫のホームページ、営業店における掲示板、ＡＴＭ等を活用して、顧客からの理解を得るための周知、広報活動に取組みます。

1． 運営方針

2.管理態勢

3.リスクベース・アプローチ

4.顧客管理の方針

5.疑わしい取引の届出

6.経済制裁及び資産凍結の措置

7.役職員の研修

8.実効性の検証

9.顧客からの理解促進

マネー・ローンダリング・テロ資金供与・拡散金融対策方針

宮崎南支店まごころ企画都農支店まごころ企画

25DISCLOSURE 2026



顧
客
保
護
等
管
理
態
勢

顧客保護等管理態勢

　当金庫は、顧客の保護及び利便性の向上の重要性を十分に認識し、顧客保護等の現状を的確に把握し、適正な顧客保護等管理態
勢の整備・確立に向けていくための方針等を定め、顧客保護等管理の統括部署をお客様支援部とし、①顧客説明管理、②顧客サポート
等管理、③顧客情報管理、④外部委託管理、⑤利益相反管理についての各要領を定め、組織全体への周知徹底を図ることで、適切な顧
客保護を行なう管理態勢を採っております。

①顧客説明管理態勢
　当金庫は、取引や商品をお客様に販売する際に、その内容やリスク等の重要事項について、お客様が十分に理解できる分かりやすい説明に
努めています。また、リスク等を伴う商品については、お客様の知識、経験、財産の状況、取引条件等に応じた、重要事項について適切な説明
を行なっています。
　顧客説明管理責任者をお客様支援部長とし、その役割として、①理事会への報告・承認及び指示事項に対しての顧客説明管理担当者への
指示、②顧客説明管理担当者からの報告・聴取及び顧客説明管理担当者への助言・指導。③顧客に対して商品説明を行なう者に対して、規程・
要領・マニュアル等の周知徹底のための研修を行なう、としています。
　顧客説明管理担当者は、各部店の長とし、顧客説明を行う者への助言・指導をする、としています。

【金融商品販売に係る勧誘方針】
　当金庫は、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧誘
の適正の確保を図ることとします。
1. 当金庫は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提供と商品説

明をいたします。
2. 金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客様に適正な判断をしていただくため

に、当該金融商品の重要事項について説明をいたします。
3. 当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じて役職員の知識

の向上に努めます。
4. 当金庫は、お客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
5. 金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見やお気づきの点等がございましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。
6. 当金庫は、確定拠出年金運営管理機関として、確定拠出年金法上の『企業型年金に係る運営管理業務のうち運用の方法の選定及び加入

者等に対する提示の業務』および『個人型年金に係る運営管理機関の指定もしくは変更』に関しても本勧誘方針を準用いたします。

②顧客サポート等管理態勢
　当金庫は、お客様からの問合せ、相談・要望及び苦情に対し、公正・迅速・誠実に対応し、お客様のご理解と信頼を得られるよう努めるととも
に、お客様の正当な利益の保護に努めております。そのために「顧客サポート等管理要領」を定め、組織体制として、顧客サポート等主管部署
をリスク統括部コンプライアンス担当としています。リスク統括部コンプライアンス担当は、顧客サポート等に関する事項を一元的に統括・管
理しており、リスク統括部長を顧客サポート等管理責任者として、①コンプライアンス対策委員会への報告、②理事会への報告・承認及び指示
事項に対しての顧客サポート等管理担当者への指示、③顧客サポート等管理担当者からの報告・聴取及び顧客サポート等管理担当者への助
言・指導を行っております。また、顧客サポート等管理担当者は、各部店の長としています。

③顧客情報管理態勢
　当金庫は、お客様からの信頼を第一と考え、個人情報および個人番号の適切な保護と利用を図るために、個人情報の保護に関する法律（平
成15年法律第57号）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第27号）及び
金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他の関係法令等を遵守するとともに、その継続的な改善に努めます。また、個人
情報の機密性・正確性の確保に努めます。

④外部委託管理態勢
　当金庫が行う業務を外部業者に委託する場合には、お客様の情報等の適切な管理が行われるよう、総合企画部長を外部委託管理責任者と
し、外部委託業務に関する事項を一元的に統括・管理する体制としています。外部委託管理担当者を各部の長とし、外部委託管理担当者は外
部委託先の選定にあたって、信用情報・技術力・研修態勢・機密保護及び安全管理措置の実施状況・問題発生時の対応力等について事前に調
査を行い、外部委託管理責任者が選定し決定することとしています。また、外部委託管理担当者は、外部委託契約の締結、外部委託先に対す
るモニタリングの実施、外部委託先の業務に関する相談・苦情処理態勢の構築、外部委託先の業務のバックアップ体制の構築、外部委託契約
の変更・解除等、顧客情報保護措置、評価・改善活動を行なうことを役割としています。

⑤利益相反管理態勢
　当金庫は、信用金庫法及び金融商品取引法等を踏まえ、お客様との取引にあたり、お客様の利益が不当に害されるおそれのある取引を適
切に管理するための方針を定め、もってお客様の利益を保護するとともに、お客様からの信頼を向上させることに努めます。
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顧客保護等管理態勢 個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）

　当金庫は、お客さまからの信頼を第一と考え、お客さまの個人情報および個人番号（以下「個人情報等」といいます。）の適切な保護と利
用を図るために、個人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57号）、行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律（平成25年５月31日法律第27号）および金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他個人情報等
保護に関する関係諸法令等を遵守するとともに、その継続的な改善に努めます。また、個人情報等の機密性・正確性の確保に努めます。

　本プライバシーポリシーにおける「個人情報」とは、生存する個人に関す
る情報であって「住所・氏名・電話番号・生年月日」等、特定の個人を識別する
ことができる情報（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定
の個人を識別することができるものを含みます。）、または「個人識別符号」
が含まれる情報をいいます。
　なお、個人識別符号とは、以下のいずれかに該当するもので、政令等で個
別に指定されたものをいいます。
⑴身体の一部の特徴をコンピュータ処理できるよう変換したデータ
　＜例＞顔・静脈・声紋・指紋認証用データ等
⑵国・地方公共団体等により利用者等に割り振られる公的な番号
　＜例＞運転免許証番号、パスポート番号、個人番号（マイナンバー）等

⑴個人情報等の取得
○当金庫は、あらかじめ利用の目的を明確にして個人情報等の取得をする

とともに、偽りその他不正の手段により個人情報等を取得することはあり
ません。また、金庫業務の適切な業務運営の必要から、お客さまの住所・
氏名・電話番号、性別、生年月日などの個人情報の取得に加えて、融資の
お申込の際には、資産、年収、勤務先、勤続年数、ご家族情報、金融機関で
のお借入れ状況など、金融商品をお勧めする際には、投資に関する知識・
ご経験、資産状況、年収などを確認させていただくことがあります。

○お客さまの個人情報は、
①預金口座のご新規申込書等、お客さまにご記入・ご提出いただく書類等

に記載されている事項
②営業店窓口係や得意先係等が口頭でお客さまから取得した事項
③当金庫ホームページ等の「お問い合わせ」等の入力事項
④電子交換所等の共同利用者や個人信用情報機関等の第三者から提供

される事項
⑤その他一般に公開されている情報等から取得しています。

⑵個人情報等の利用目的
○当金庫は、次の業務において、次の利用目的のために個人情報等を利用

し、それ以外の目的には利用しません。個人番号については、法令等で定
められた範囲内でのみ利用します。また、お客さまにとって利用目的が明
確になるよう具体的に定めるとともに、取得の場面に応じ、利用目的を限
定するよう努めます。

○お客さま本人の同意がある場合、もしくは法令等により開示・提供が求め
られた場合等を除いて、個人情報を第三者に開示・提供することはござい
ません。

Ａ．個人情報（個人番号を含む場合を除きます）の利用目的
（業務内容）
①預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務およびこれらに

付随する業務
②公共債・投信販売業務、保険販売業務、金融商品仲介業務、信託業務、社

債業務等、法令により信用金庫が営むことができる業務およびこれらに
付随する業務

③その他信用金庫が営むことができる業務およびこれらに付随する業務
（今後取扱いが認められる業務を含む）

（利用目的）
①各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の受付のため
②法令等に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービスをご利用い

ただく資格等の確認のため

③預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管
理のため

④融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため
⑤適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる

妥当性の判断のため
⑥与信事業に際して当金庫が加盟する個人信用情報機関に個人情報を提

供する場合等、適切な業務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため
⑦他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部について委託され

た場合等において、委託された当該業務を適切に遂行するため
⑧お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
⑨市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品や

サービスの研究や開発のため
⑩ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案の

ため（お取引解約・終了後に行うものも含みます。）
⑪提携会社等の商品やサービスの各種ご提案のため
⑫お客さまから取得したウェブサイトの閲覧履歴等の情報を分析して、サー

ビスの提供、広告配信等を行うため
⑬各種お取引の解約・終了やお取引解約・終了後の事後管理のため
⑭その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため

（法令等による利用目的の限定）
①信用金庫法施行規則第110条等により、個人信用情報機関から提供を

受けた資金需要者の借入金返済能力に関する情報は、資金需要者の返
済能力の調査以外の目的に利用・第三者提供いたしません。

②信用金庫法施行規則第111条等により、人種、信条、門地、本籍地、保健
医療または犯罪経歴についての情報等の特別の非公開情報は、適切な
業務運営その他の必要と認められる目的以外の目的に利用・第三者提供
いたしません。

Ｂ．特定個人情報等の利用目的
①出資配当金の支払に関する法定書類作成・提供事務のため
②金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務のため
③金融商品取引に関する法定書類作成・提供事務のため
④金地金取引に関する法定書類作成・提供事務のため
⑤国外送金等取引に関する法定書類作成・提供事務のため
⑥非課税貯蓄制度等の適用に関する事務のため
⑦教育等資金非課税制度等に関する法定書類作成・提供事務のため
⑧預金口座付番に関する事務のため
⑨住宅取得資金に係る借入金等の年末残高等に関する法定書類作成・提供

事務のため
⑩公金受取口座の登録・変更・抹消等に関する事務のため
⑪災害時および相続時における預金口座の情報提供に関する事務のため
⑫本人特定事項および個人番号の正確性の確保に関する事務のため
※上記の利用目的につきましては、当金庫のホームページの他、店頭掲示

のポスター等でもご覧いただけます。
⑶ダイレクト・マーケティングの中止
　当金庫は、ダイレクトメールの送付や電話等での勧誘等のダイレクト・
マーケティングで個人情報を利用することについて、お客さまから中止のお
申出があった場合は、当該目的での個人情報の利用を中止いたします。中
止を希望されるお客さまは、下記の当金庫相談窓口までお申出ください。

　当金庫は、お客さまの個人情報等について、利用目的の達成のために個
人データを正確かつ最新の内容に保つように努めます。

１． 個人情報とは

２． 個人情報等の取得・利用について

３． 個人情報等の正確性の確保について
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個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）

○お客さま本人から、当金庫が保有している情報について開示のご請求（第
三者提供記録の開示も含みます。）があった場合には、請求者がご本人で
あること等を確認させていただいたうえで、遅滞なくお答えします。

○お客さま本人から、当金庫が保有する個人情報等の内容が事実でないと
いう理由によって当該個人情報等の訂正、追加、削除のご要望があった場
合には、遅滞なく必要な調査を行ったうえで個人情報等の訂正等を行い
ます。なお、調査の結果、訂正等を行わない場合には、その根拠をご説明
させていただきます。

○お客さま本人から、法令の定めるところにより、当金庫が保有する個人情
報等の利用停止または消去のご要望があった場合には、遅滞なく必要な
調査を行ったうえで利用停止または消去を行います。

　　なお、調査の結果、利用停止または消去を行わない場合には、その根拠
をご説明させていただきます。

○お客さまからの個人情報等の利用目的の通知並びに個人情報等の開示
および第三者提供記録の開示のご請求については、所定の手数料をお支
払いいただきます。

○以上のとおり、お客さまに関する情報の開示・訂正等、利用停止等が必要
な場合は、下記の当金庫相談窓口までお申出ください。必要な手続につ
いてご案内させていただきます。

　当金庫は、お客さまの個人情報等の漏えい、滅失、または毀損の防止その
他の個人情報等の適切な管理のために必要な措置を講じます。
　当金庫における個人データの安全管理措置に関しては、当金庫の内部規
程等において定めておりますが、主な内容は以下のとおりです。
⑴個人データの適正な取扱いの確保のため、関係法令・ガイドライン等を遵

守するとともに、下記の相談窓口にて、個人データの取扱いに関するご質
問・相談および苦情を受け付けています。

⑵取得、利用、保管、移送、消去・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・取
扱者およびその任務等について定めています。

⑶個人データの取扱いに関する責任者を設置するとともに、個人データを
取り扱う職員および当該職員が取り扱う個人データの範囲を明確化し、
法令等や内部規程等に違反している事実またはそのおそれを把握した場
合の報告連絡体制を整備しています。また、個人データの取扱状況につ
いて、定期的に自己点検を実施するとともに、内部監査部門による監査を
実施しています。

⑷個人データの取扱いに関する留意事項について、職員に定期的な研修を
実施しています。

⑸個人データを取り扱う区域において、職員の入退室管理および持ち込む
機器等の制限を行うとともに、権限を有しない者による個人データの閲
覧を防止する措置を実施しています。また、個人データを取り扱う機器、
電子媒体および書類等の盗難または紛失等を防止するための措置を講
じるとともに、当該機器、電子媒体等から容易に個人データが判明しない
よう措置を実施しています。

⑹アクセス制御を実施して、取扱者および取り扱う個人情報データベース
等の範囲を限定しています。また、個人データを取り扱う情報システムを
外部からの不正アクセスまたは不正ソフトウェアから保護する仕組みを
導入しています。

○リンクについて
　当金庫のウェブサイトには、外部サイトへのリンクがあります。リンク先の
ウェブサイトは当金庫が運営するものではありませんので、お客さまの個人
情報等の保護についての責任はリンク先にあります。

○クッキーについて
　当金庫のＨＰではクッキーを使用していますが、クッキーによる個人のサ
イト利用動向の取得は行っておりません。

（クッキーとは）
クッキーとは、お客さまがウェブサイトにアクセスする際、お客さまのパソ
コン等のウェブブラウザに一定の情報を格納し、再度お客さまが当金庫の
ウェブサイトをご利用いただくことを容易にする技術です。クッキーを読
むことができるのは設定したウェブサイトのみです。お客さまが接続され
たその時のみ有効であり、また、お客さまの氏名・Ｅメールアドレスなど個
人を特定する情報は含まれていません。

　当金庫は、例えば、次のような場合に、個人データの取扱いの委託を行っ
ています。また、委託に際しましては、お客さまの個人情報等の安全管理が
図られるよう委託先を適切に監督いたします。
○キャッシュカード発行・発送に関わる事務
○定期預金の期日案内等の作成・発送に関わる事務
○ダイレクトメールの発送に関わる事務
○情報システムの運用・保守に関わる業務

　当金庫は、お客さまから同意を得て、個人データの第三者提供を行う場
合には、あらかじめ、提供先の第三者、当該第三者における利用目的、提供
する個人データの項目等をお示し、原則として書面（電磁的記録を含みま
す）にて同意をいただくこととします。
　また、その提供先が外国にある第三者の場合には、上記取扱いに加え、法
令等の定めるところにより、あらかじめ、①提供する第三者が所在する外国
の名称、②当該外国の個人情報の保護に関する制度に関する情報、③提供
先の第三者が講ずる個人情報の保護のための措置に関する情報―等につ
いて情報提供いたします。
※同意の確認をする時点で、提供先の第三者が所在する外国が特定できな

い場合には、特定できない旨およびその具体的な理由等について、また、
提供先の第三者が講ずる個人情報の保護のための措置について情報提
供できない場合には、情報提供できない旨およびその理由等について情
報提供します。この場合、事後的に提供先の第三者が所在する外国を特
定できた場合には上記①・②の事項について、事後的に提供先の第三者
が講ずる個人情報の保護のための措置等についての情報提供が可能と
なった場合には上記③の事項について、お客さまのご依頼に応じて情報
提供いたしますのでお申し出ください（ただし、当金庫の業務の適正な実
施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合等を除きます）。

　当金庫は、個人情報等の取扱いに係るお客さまからの苦情処理に適切に
取り組みます。なお、当金庫の個人情報等の取扱いに関するご質問・苦情の
申し立てにつきましては、下記の当金庫リスク統括部コンプライアンス担当
までご連絡ください。

【個人情報等に関する相談窓口】 住　　所 ： 〒８８４－８６６６ 児湯郡高鍋町大字高鍋町６７３
電話番号 ： ０９８３－３２－０６９０　Ｆ Ａ Ｘ：  ０９８３－２２－０８２２高鍋信用金庫    リスク統括部　コンプライアンス担当

４． 個人情報等の利用目的の通知・開示・訂正等、利用停止等について

５． 個人情報等の安全管理について

６． 委託について

7． 個人データの第三者提供について

8． 個人情報保護に関する質問・苦情・異議の申し立てについて
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個人情報保護宣言（プライバシーポリシー） コンプライアンス

法令等遵守の体制

内部監査体制

反社会的勢力に対する基本方針

当金庫における苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

　「コンプライアンス」とは、一般的に「法令等遵守」と解釈されます。それは法令や社会的規範・規則を誠実に
守り、社会倫理に反しない営業活動を行うことです。
　当金庫では、「高鍋信用金庫行動綱領」に基づき法令遵守のための、「高鍋信用金庫の行動基準」「コンプ
ライアンス・マニュアル」「コンプライアンス・チェックリスト」を作成し、意識の高揚を図ると共に、外部講師を招
聘して計画的な研修を実施しております。また、毎年事業計画として「コンプライアンス・プログラム」を作成して
おり、この計画を実践・推進する専門の担当部署を設けております。その他に、コンプライアンス対策委員会を
設置し、諸規定・事務取扱要領の整備・周知、コンプライアンスに係る諸問題等を審議する委員会を定期的に
開催しております。

　当金庫では、監査手法に基づき内部管理態勢等の評価・問題点の改善方法の提言まで行う必要から改善提案型監査態勢としております。
　監査は、金庫の「リスク管理規程」に基づき、当金庫のリスク管理の実効性について、公平・公正な客観的見地から金庫業務のすべてにおける内部管理
態勢（リスク管理体制を含む）の適切性、有効性を検証し、その結果に基づく内部管理態勢等の評価及び問題点の改善提言を通じて金庫の健全性の確
保と経営効率の向上を図り、金庫の発展に寄与することを目的として行っております。

　当金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり「反社会的勢力に
対する基本方針」を定め、これを遵守します。 
❶ 反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。 
❷ 反社会的勢力による不当要求に対しては、職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題解決に努めます。 
❸ 反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。 
❹ 反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。 
❺ 反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

金融ADR制度への対応

コンプライアンス体制図
[苦情処理措置]
　当金庫は、お客様からの苦情のお申し出に公正かつ的確に対応
するため業務運営体制・内部規則を整備し、その内容をホームペー
ジ、パンフレット等で公表しています。　苦情は、当金庫営業日（9時～
17時）に営業店（電話番号は62ページ参照）またはリスク統括部（電
話：0983-32-0690）にお申し出ください。
[紛争解決措置]
　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に上記リスク統括部、
または全国しんきん相談所（9時～17時、電話：03-3517-5825）に
お申し出があれば、熊本県弁護士会（電話：096-325-0913）、鹿児
島県弁護士会（電話：099-226-3765）、東京弁護士会（電話：03-
3581-0031）第一東京弁護士会（電話：03-3595-8588）、第二東京
弁護士会（電話：03-3581-2249）の仲裁センター等にお取次ぎいた
します。また、お客様から各弁護士会に直接お申し出いただくことも
可能です。なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、所在地域以外
の各地のお客様にもご利用いただけます。その際には、お客様のアク
セスに便利な東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例
えば、東京以外の弁護士会において東京の弁護士会とテレビ会議シ
ステム等を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件
を移す方法（移管調停）があります。ご利用いただける弁護士会につ
いては、あらかじめ前記「東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東
京弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫リスク統括部にお尋
ねください。

（2026年4月1日現在）

高鍋信用金庫行動綱領
❶ 高鍋信用金庫の社会的使命と公共性の
　 自覚と責任
❷ 質の高い金融等サービスの提供と地域
　 社会発展への貢献
❸ 法令やルールの厳格な遵守
❹ 地域社会とのコミュニケーション
❺ 人権の尊重
❻ 従業員の働き方、職場環境の充実
❼ 環境問題への取組み
❽ 社会参画と発展への貢献
❾ 反社会的勢力との関係遮断、テロ等の
　 脅威への対応

監査部

お客様支援部
お客様から
の苦情連絡

連絡・報告

対応指示 対応指示 対応指示処理報告書
による連絡

問題点検討結果の各部店への対策指示

重大問題の報告

理事長

リスク統括部

本部各部署へ問題点連絡
及び処理報告書回覧

担当による分析等の検討
報告書回覧

コンプライアンス
対策委員会

情報共有化
のための相
互情報確認

本部・営業店
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信金中央金庫（略称：信金中金）は、全国
の信用金庫を会員とする協同組織形態の金融
機関であり、信用金庫の中央金融機関として
１９５０年に創立しました。

信金中央金庫
～信用金庫の「中央金融機関」～

事業内容

会社概要

創立 資金量
30兆円

会員数
254金庫

役職員数
国内14拠点
海外５拠点※

拠点数経営理念
信用金庫の中央金融機関として、信用金庫

業界の発展につとめ、もってわが国経済社会
の繁栄に貢献する。

外部格付の状況

短期アウトルック⾧期格付会社

Ｐ-１安定的Ａ１ムーディーズ

Ａ-１安定的ＡS＆Pグローバル・レーティング

－ポジティブＡ＋格付投資情報センター

－安定的ＡＡ日本格付研究所

信金中金は、邦銀トップクラスの格付を有しております。

２０２６年３月末時点

２０２６年３月末時点

信金中金は、信用金庫の中央金融機関として、信用金庫が個別に行うことが困難、または非効率である
業務を補完していることに加え、信用金庫の収益力向上や健全性確保に向けたサポートのほか、信用金庫
経営力強化制度等の適時・適切な運営を通じて、信用金庫業界の信用秩序の維持につとめています。
また、個別金融機関として、全国の信用金庫から預け入れられた預金や金融債を発行して調達した豊富

な資金を、国内外の金融市場における様々な商品等に投資を行っているほか、事業会社・地方公共団体
などへの貸出により運用しております。

上場

２０００年に東京証券取引所に優先出資
証券を上場しました（証券コード ８４２１）。

21.95%

1,324人

※ 2026年５月１日付で「ホーチミン駐在員事務所」を開設したことに伴い、2026年５月末
時点の海外拠点数は６拠点となります（海外グループ会社を含む）。

430億円
連結自己資本比率親会社株主に帰属する

当期純利益
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信用金庫と信金中央金庫のネットワーク

グループ会社の紹介

日本全国に所在する２５４の信用金庫は
約７，０００店舗のネットワークを形成している
ほか、約１６１兆円の預金量を擁しており、
わが国の金融業界の中で重要な地位を占めています。
また、信金中金グループは、信金中金および

グループ会社９社で構成されており、全国の信用
金庫と連携しつつグループ一体となって幅広い
ソリューションを提供しています。
海外には５拠点※を設け、現地銀行とも連携し、

信用金庫取引先の海外進出などを支援しています。

中期経営計画「SCBストラテジー2025」

ししんんききんん証証券券・・信信金金イインンタターーナナシショョナナルル
• 機関投資家に対する有価証券売買
• 地公体や事業会社等の債券引受

ししんんききんんアアセセッットトママネネジジメメンントト投投信信
• 投資信託商品の組成・運用
• 信用金庫の投信窓販推進サポート

信信金金ギギャャラランンテティィ

• 消費者ローンの保証
• 取扱信用金庫の推進サポート

ししんんききんん地地域域創創生生ネネッットトワワーークク

• 中小企業の販路開拓支援
• 自治体等向けコンサルティング

ししんんききんん情情報報シシスステテムムセセンンタターー

• 信用金庫業界のデジタル戦略を踏まえ
たシステムの開発・運用

信信金金キキャャピピタタルル

• 中小企業向けファンド投資
• 中小企業の事業承継・M&A仲介

信信金金シシンンガガポポーールル

• 中小企業の海外展開・販路開拓
およびファイナンス支援

信信金金中中金金ビビジジネネスス

• 公共料金の収納業務等の業務の受託

※ 2026年５月１日付で「ホーチミン駐在員事務所」を開設したことに伴い、2026年
５月末時点の海外拠点数は６拠点となります（海外グループ会社を含む）。

消消費費者者
信信用用保保証証

地地域域
商商社社

投投資資・・
MM&&AA

海海外外ビビジジ
ネネスス支支援援

シシスステテムム
ササーービビスス 事事務務受受託託

証証券券

投投資資運運用用

31DISCLOSURE 2026



た
か
し
ん
ス
ポ
ー
ツ
サ
ー
ク
ル

たかしんスポーツサークル

スポーツサークル
当⾦庫では、野球部、⼥⼦バレー部、⼭岳会、ランナーズクラブの４つのスポーツサークルがあります。
年間を通して、様 な々イベント・⼤会等に参加し、多くの職員が交流を⾏っております。

野球部

ランナーズクラブ

⼥⼦バレー部 ⼭岳会



資　料　編
TAKANABE SHINKIN BANK

DISCLOSURE 2026

会計監査人による外部監査

財務諸表の正確性及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性の確認

　当金庫は、信用金庫法第38条の2第3項の規定に基づき、EY新日本有限責任監査法人による2025年4月1日から2026年3月31日までの第104期事
業年度の決算に関する業務報告書（会計に関する部分に限る）、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案及び附属明細書（会計に関する部分に限る）に
ついて会計監査を受けました結果、法令及び定款に従い、金庫の状況を正しく示している旨の監査報告をいただいております。

　2025年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）並びに財務諸表作成に係る内部監査等について適
正性・有効性等を確認しております。
　2026年6月29日

高鍋信用金庫　理事長　　近藤　真司
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直近２事業年度における事業の状況

主要な業務の状況を示す指標

〔業務粗利益及び業務粗利益率〕

〔資金運用勘定・調達勘定の平均残高〕

〔受取利息及び支払利息の増減〕

〔利鞘〕

〔業務純益〕

〔総資産利益率〕

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：％）

（単位：千円）

（単位：％）

※「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合
費用（2024年度0千円、2025年度0千
円）を控除して表示しております。

※業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘
定平均残高×100　　

※国内業務部門と国際業務部門の区別はし
ておりません。

※資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（2024年度132百万円、2025年度133百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均
残高（2024年度0百万円、2025年度0百万円）及び利息（2024年度0千円、2025年度0千円）を、それぞれ控除して表示してあります。

※国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

（注）1.業務純益＝業務収益—（業務費用—金銭の信託運用見合費用）
業務費用には,例えば人件費のうち役員賞与等のような臨時的な経費等を含まないこととしています。
また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。

　　2.実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　　実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。
　　3.コア業務純益＝実質業務純益—国債等債券損益
　　　国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。　

※残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。
※国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

総資産経常（当期純）利益率＝ ×100
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高

2024年度 2025年度
資 金 運 用 収 支 3,736,468 3,983,037

資 金 運 用 収 益 3,895,966 4,354,899
資 金 調 達 費 用 159,498 371,862

役 務 取 引 等 収 支 △413,177 △396,465
役 務 取 引 等 収 益 271,378 284,968
役 務 取 引 等 費 用 684,555 681,433

そ の 他 の 業 務 収 支 △442,986 △1,435,210
そ の 他 業 務 収 益 73,371 181,501
そ の 他 業 務 費 用 516,357 1,616,711

業 務 粗 利 益 2,880,306 2,151,361
業 務 粗 利 益 率 0.98% 0.73%

平均残高（百万円） 利息（千円） 利回（％）
2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

資 金 運 用 勘 定 291,862 292,960 3,895,966 4,354,899 1.33 1.48 
う ち 貸 出 金 111,069 111,403 2,648,147 2,776,661 2.38 2.49 
う ち 預 け 金 62,258 65,083 268,893 462,343 0.43 0.71 
う ち 有 価 証 券 115,875 113,828 943,060 1,072,500 0.81 0.94 

資 金 調 達 勘 定 284,127 284,899 283,579 371,862 0.06 0.13 
う ち 預 金 積 金 283,975 284,751 157,115 369,567 0.06 0.12 
う ち 借 用 金 － － － － － －

2024年度 2025年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受 取 利 息 △6,230 169,910 163,680 3,441 447,962 451,404
う ち 貸 出 金 △14,067 28,623 14,556 7,829 120,684 128,514
う ち 預 け 金 △4,954 71,703 66,749 11,621 181,828 193,450
う ち 有 価 証 券 12,790 69,585 82,375 △16,011 145,450 129,440

支 払 利 息 △11 135,443 135,432 578 211,873 212,452
う ち 預 金 積 金 △11 135,443 135,432 578 211,873 212,452
う ち 借 用 金 0 0 0 0 0 0

2024年度 2025年度
資 金 運 用 利 回 1.33 1.48
資 金 調 達 原 価 率 1.02 1.12
総 資 金 利 鞘 0.31 0.36

2024年度 2025年度
業 務 純 益 115,197 △715,956
実 質 業 務 純 益 122,672 △679,244
コ ア 業 務 純 益 583,108 780,688
コア業務純益（投資信託解約損益を除く。） 553,175 718,394

2024年度 2025年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.12 0.05
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.08 0.05
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預金に関する指標

〔預金科目別期中平残及び残高〕

〔預金者別残高及び構成〕　

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（注）譲渡性預金は期中平残・残高ともありません。

（注）譲渡性預金は含んでおりません。

2025年3月末日 2026年3月末日
期中平残 残　　高 残高構成比 期中平残 残　　高 残高構成比

預 金 ・ 積 金 283,975 283,431 100.00 284,751 281,329 100.00
当 座 預 金 445 491 0.17 494 430 0.15
普 通 預 金 129,726 128,653 45.39 131,267 128,131 45.54
貯 蓄 預 金 31 47 0.01 50 51 0.01
通 知 預 金 0 0 0 0 0 0.00
別 段 預 金 760 1,556 0.54 774 1,552 0.55
納 税 準 備 預 金 2 3 0.00 1 1 0.00

流 動 性 預 金 計 130,967 130,753 46.13 132,587 130,168 46.26
定 期 預 金 147,452 147,274 51.96 146,835 145,820 51.83

（うち固定金利預金） 147,448 147,270 51.95 146,831 145,816 51.83
（うち変動金利定期預金） 4 4 0.00 4 4 0.00
定 期 積 金 5,555 5,404 1.90 5,327 5,340 1.89

定 期 性 預 金 計 153,008 152,678 53.86 152,163 151,161 53.73

2025年3月末日 2026年3月末日
残　　高 構成比 残　　高 構成比

個 人 224,528 79.21 221,752 78.82
一 般 法 人 35,065 12.37 36,800 13.08
金 融 機 関 291 0.10 169 0.06
公 金 23,545 8.30 22,607 8.03
合 計 283,431 100.00 281,329 100.00

職員レクリエーション
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貸出金等に関する指標

〔貸出金平均残高〕

〔貸出金の担保別内訳〕 〔債務保証見返の担保別内訳〕

〔貸出金残高〕（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

2024年度 2025年度
手 形 貸 付 2,752 3,163
証 書 貸 付 100,754 100,965
当 座 貸 越 7,518 7,246
割 引 手 形 43 27
合 　 　 計 111,069 111,403

2024年度 2025年度
当 金 庫 預 金 積 金 488 437
有 価 証 券 － －
動 産 － －
不 動 産 17,378 16,471
そ の 他 － －

計 17,866 16,909
信 用 保 証 協 会・信 用 保 険 44,232 45,854
保 証 18,074 17,364
信 用 31,778 33,160
合 計 111,950 113,288

2024年度 2025年度
当 金 庫 預 金 積 金 － －
有 価 証 券 － －
動 産 － －
不 動 産 76 63
そ の 他 － －

計 76 63
信 用 保 証 協 会・信 用 保 険 － －
保 証 16 15
信 用 174 68
合 計 267 147

2024年度 2025年度
貸 出 金 111,950 113,288

変 動 金 利 27,829 27,263
固 定 金 利 84,121 86,024

（注）国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

〔貸出金使途別残高〕 （単位：百万円、％）

2024年度 2025年度
残　　高 構成比 残　　高 構成比

事業者
設 備 資 金 30,448 27.19 29,212 25.78 
運 転 資 金 25,654 22.91 27,553 24.32 

個　人
住 宅 資 金 29,837 26.65 28,728 25.35 
消 費 性 資 金 25,579 22.84 27,411 24.19 

そ の 他 432 0.39 382 0.33 
貸 出 金 計 111,950 100.00 113,288 100.00 

〔貸出金業種別内訳〕　 （単位：百万円、％）

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）1.

　　2.国内業務部門と国際業務部門の区分はしておりません。

業種区分
2024年度 2025年度

貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比
製 造 業 103 1,594 1.42 102 1,845 1.62
農 業 、 林 業 414 2,517 2.24 379 2,369 2.09
漁 業 14 565 0.50 12 478 0.42
鉱業、採石業、砂利採取業 1 1 0.00 1 1 0.00
建 設 業 442 4,432 3.95 438 5,763 5.08
電気、ガス、熱供給、水道業 63 1,346 1.20 59 1,082 0.95
情 報 通 信 業 15 76 0.06 15 120 0.10
運 輸 業 、 郵 便 業 36 667 0.59 36 681 0.60
卸 売 業 、 小 売 業 302 2,249 2.00 293 2,216 1.95
金 融 業 、 保 険 業 16 4,261 3.80 17 4,367 3.85
不 動 産 業 314 15,434 13.78 301 14,953 13.19
物 品 賃 貸 業 4 121 0.10 4 121 0.10
学術研究、専門、技術サービス業 38 232 0.20 39 218 0.19
宿 泊 業 15 764 0.68 13 650 0.57
飲 食 業 207 1,613 1.44 205 1,460 1.28
生活関連サービス業、娯楽業 156 947 0.84 142 994 0.87
教 育 、 学 習 支 援 業 16 525 0.46 15 474 0.41
医 療 、 福 祉 88 1,807 1.61 86 1,754 1.54
そ の 他 の サ ー ビ ス 179 2,051 1.83 175 1,946 1.71
小 計 2,423 41,210 36.82 2,332 41,503 36.63
地 方 公 共 団 体 18 14,464 12.92 20 14,876 13.13
個人（住宅、消費、納税資金等） 22,401 56,274 50.26 22,047 56,908 50.23
合 計 24,842 111,950 100.00 24,399 113,288 100.00

〔預貸率〕 （単位：％）

2024年度 2025年度
期 末 預 貸 率 39.49 40.26
期 中 平 均 預 貸 率 39.11 39.12

預貸率＝ ×100
貸出金

預金積金＋譲渡性預金
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有価証券に関する指標

〔有価証券の種類別残高〕

〔有価証券の残存期間別残高〕2024年度

〔有価証券の残存期間別残高〕2025年度　

〔預証率〕

〔有価証券の種類別平均残高〕（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：％）

（単位：百万円）

2024年度 2025年度
国 債 7,548 2,147
地 方 債 25,484 24,515
短 期 社 債 0 0
社 債 45,422 46,506
株 式 371 324
外 国 証 券 19,889 18,922
そ の 他 の 証 券 9,598 9,736
合 計 108,315 102,153

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定めの

ないもの 合　計

国 債 1,503 0 0 0 0 6,045 0 7,548
地 方 債 1,229 2,803 3,850 2,181 7,208 8,211 0 25,484
短 期 社 債 0 0 0 0 0 0 0 0
社 債 1,402 7,509 13,683 9,599 6,568 6,660 0 45,422
株 式 0 0 0 0 0 0 371 371
外 国 証 券 1,397 4,238 5,529 5,991 948 1,783 0 19,889
そ の 他 の 証 券 180 354 283 1,343 167 96 7,171 9,598

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定めの

ないもの 合　計

国 債 0 299 0 0 0 1,848 0 2,147
地 方 債 1,539 2,811 4,015 3,083 6,426 6,639 0 24,515
短 期 社 債 0 0 0 0 0 0 0 0
社 債 3,236 9,877 16,246 7,043 4,314 5,788 0 46,506
株 式 0 0 0 0 0 0 324 324
外 国 証 券 799 5,677 7,279 2,756 1,045 1,364 0 18,922
そ の 他 の 証 券 0 380 267 0 0 97 8,991 9,736

2024年度 2025年度
期 末 預 証 率 38.21 36.31%
期 中 平 均 預 証 率 40.80 39.97%

2024年度 2025年度
国 債 9,813 6,301
地 方 債 28,203 27,715
短 期 社 債 0 0
社 債 46,117 49,025
株 式 360 335
外 国 証 券 21,362 20,432
そ の 他 の 証 券 10,018 10,018
合 計 115,875 113,828

○	所有しておりません。
〔商品有価証券〕

（注）1.

　　2.国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

預証率＝ ×100
有価証券

預金積金＋譲渡性預金

高鍋高校ドレス展示職員研修
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〈単体〉
【貸借対照表】 （単位：百万円） （単位：百万円）

2024年度
2025年3月31日

2025年度
2026年3月31日

　（資産の部）
現金 3,350 2,726
預け金 61,424 62,899
買入手形 － －
コールローン － －
買現先勘定 － －
債券貸借取引支払保証金 － －
買入金銭債権 1,252 1,182
金銭の信託 － －
商品有価証券 － －
有価証券 108,315 102,153
　国債 7,548 2,147
　地方債 25,484 24,515
　短期社債 － －
　社債 45,422 46,506
　株式 371 324
　その他の証券 29,488 28,659
貸出金 111,950 113,288
　割引手形 29 24
　手形貸付 2,700 3,766
　証書貸付 101,721 102,283
　当座貸越 7,499 7,213
外国為替 － －
その他資産 2,178 2,305
　未決済為替貸 50 55
　信金中金出資金 1,564 1,564
　前払費用 18 13
　未収収益 442 572
　その他の資産 102 99
有形固定資産 3,745 4,022
　建物 2,374 2,262
　土地 1,164 1,168
　リース資産 4 5
　建設仮勘定 41 322
　その他の有形固定資産 160 263
無形固定資産 41 103
　ソフトウェア 31 93
　のれん － －
　リース資産 － －
　その他の無形固定資産 9 9
前払年金費用 952 972
繰延税金資産 － －
再評価に係る繰延税金資産 － －
債務保証見返 267 147
貸倒引当金 △544 △556
　（うち個別貸倒引当金） （△477） （△452）

資産の部合計 292,933 289,245

2024年度
2025年3月31日

2025年度
2026年3月31日

　（負債の部）
預金積金 283,431 281,329
　当座預金 491 430
　普通預金 128,653 128,131
　貯蓄預金 47 51
　通知預金 － －
　定期預金 147,274 145,820
　定期積金 5,404 5,340
　その他の預金 1,559 1,554
譲渡性預金 － －
借用金 － －
　借入金 － －
債券貸借取引受入担保金 － －
コマーシャル・ペーパー － －
外国為替 － －
その他負債 646 996
　未決済為替借 73 69
　未払費用 144 259
　給付補塡備金 0 3
　未払法人税等 8 8
　前受収益 42 47
　払戻未済金 43 30
　払戻未済持分 1 1
　職員預り金 142 142
　リース債務 5 6
　その他の負債 183 426
賞与引当金 88 94
役員賞与引当金 － －
退職給付引当金 － －
役員退職慰労引当金 70 53
睡眠預金払戻損失引当金 18 10
偶発損失引当金 20 20
繰延税金負債 139 123
再評価に係る繰延税金負債 10 10
債務保証 267 147
負債の部合計 284,693 282,784
　（純資産の部）
出資金 1,972 1,946
　普通出資金 1,972 1,946
　優先出資金 － －
優先出資申込証拠金 － －
資本剰余金 － －
利益剰余金 13,733 13,870
　利益準備金 2,016 1,972
　その他利益剰余金 11,716 11,897
　　特別積立金 10,980 11,080
　　（経営強化準備積立金） （4,800） （4,800）
　　当期末処分剰余金 736 817
　　当期未処理損失金 － －
処分未済持分 △53 △41
自己優先出資 － －
自己優先出資申込証拠金 － －
会員勘定合計 15,652 15,774
その他有価証券評価差額金 △7,422 △9,323
繰延ヘッジ損益 － －
土地再評価差額金 9 9
評価・換算差額等合計 △7,412 △9,314

純資産の部合計 8,239 6,460
負債及び純資産の部合計 292,933 289,24538 DISCLOSURE 2026
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〈貸借対照表の注記〉
〈貸借対照表の注記〉
１． 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原
価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平
均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移
動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法によ
る原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理
しております。

３． 　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、1998年４月
１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以後に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建　物　 15年～50年
　その他　　3年～20年

４． 　無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しておりま
す。
　なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（5
年）に基づいて償却しております。

５． 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定
資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により
償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決め
があるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

６． 　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

７． 　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており
ます。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻
先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額
後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除し、その残額を計上しております。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きい
と認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお
ります。
　上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年
間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸
倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損
失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を
実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権
額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額
を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は114百万円
であります。

８． 　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支
給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

９． 　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。当事
業年度末において、年金資産見込額が、退職給付債務見込額を超過しているた
め、超過額を前払年金費用として計上しております。また、退職給付債務の算定

にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては期間定額基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差
異の損益処理方法は次のとおりであります。 　　　　　　　　　　　　　
　過去勤務費用　　　　その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の
　　　　　　　　　　　年数（10年）による定額法により損益処理
　数理計算上の差異　　各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内
　　　　　　　　　　　の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
　　　　　　　　　　　を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理
　なお、当金庫は前払年金費用に972百万円計上しております。

10．　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設
立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を
合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給
付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占
める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①制度全体の積立状況に関する事項（2025年3月31日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　1,796,855百万円
　　　年金財政計算上の数理債務の額と　　　　1,828,746百万円
　　　最低責任準備金の額との合計額
　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　△31,890百万円
　②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合(2025年3月31日現在)
　　0.2129％
　③補足説明

　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
127,306百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期
間14年7ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸
表上、当該償却に充てられる特別掛金41百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与
の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担
割合とは一致しません。

11．　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に
対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認
められる額を計上しております。

12．　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者から
の払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必
要と認める額を計上しております。

13．　偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の
負担金支払見込額を計上しております。

14．　有形固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他の資産」に計上し、5年間
で均等償却を行っております。

15．　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権は7百万円
であります。なお、金銭債務はありません。

16．　子会社株式等の総額は4百万円であります。

17．　子会社等に対する金銭債務総額は18百万円であります。

18．　有形固定資産の減価償却累計額は3,054百万円であります。

19．　信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債
権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」の中の社債

（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているもので
あって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によ
るものに限る。）、貸出金、外国証券、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並

39DISCLOSURE 2026



直
近
２
事
業
年
度
に
お
け
る
財
産
の
状
況

直近２事業年度における財産の状況

びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券
の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるも
のに限る。）であります。
　　　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額� 632百万円　　　
　　　　危険債権額� 984百万円　　　
　　　　三月以上延滞債権額� 16百万円　　　
　　　　貸出条件緩和債権額� 454百万円　　　
　　　　合計額� 2,087百万円　　　
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができ
ない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しない
ものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月
以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険
債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危
険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20．　手形割引は、日本公認会計士協会 業種別委員会実務指針第24号「銀行業に
おける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（2022年3
月17日）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引
受手形、商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を
有しておりますが、その額面金額は24百万円であります。

21．　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　担保に供している資産
　　　　　　有価証券　　　　　　　　　　300百万円
　　担保資産に対応する債務
　　　　　　別段預金　　　　　　　　　　137百万円
　上記のほか、為替決済の取引の担保として、定期預け金6,000百万円、収納取
扱担保として定期預け金2百万円を差し入れております。また、その他の資産のう
ち保証金は4百万円であります。

22．　土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、事
業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相
当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した
金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　　再評価を行った年月日　　1999年3月31日
　　同法第3条第3項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2
条第4号に定める方法に基づいて、（奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例に
よる補正等）合理的な調整を行って算出しております。
　同法第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における
時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額62
百万円。

23．　出資１口当たりの純資産額は169円59銭であります。

24．　当金庫の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行
義務は、金融サービスに係る役務の提供であります。顧客との契約から生じる収
益については、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

25．　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）
による社債に対する当金庫の保証債務の額は30百万円であります。

26．　金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

　当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を
行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の
総合的管理（ALM）をしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸
出金です。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的及び
事業推進目的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格
の変動リスクに晒されております。　外貨建有価証券については、それらのリ
スクに加え為替の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒さ
れております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
　①信用リスクの管理

　当金庫は、ローン事業管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従
い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管
理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整
備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的
に経営陣によるリスク管理委員会や理事会を開催し、審議・報告を行ってお
ります。
　さらに、与信管理の状況については、リスク統括部資産査定グループが
チェックしております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金証券部において、信用情
報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　②市場リスクの管理
　（ⅰ）金利リスクの管理

　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細
を明記しており、ALM委員会において決定されたALMに関する方針に基
づき、理事会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っ
ております。
　日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間を総
合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行
い、月次ベースで理事会に報告しております。

　（ⅱ）為替リスクの管理
　当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しておりま
す。

　（ⅲ）価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針に
基づき、理事会の監督の下、市場リスク管理要領に従い行われております。
　このうち、資金証券部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審
査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ
スクの軽減を図っております。資金証券部で保有している株式の多くは、事
業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務状況など
をモニタリングしております。
　これらの情報は資金証券部を通じ、理事会及びALM委員会において定
期的に報告されております。

　（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
　当金庫では、「有価証券」のうち株式、債券、投資信託の市場リスク量を
VaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内となる
よう管理しております。当金庫のVaRはヒストリカル・シミュレーション法（保
有期間60日、信頼区間99.0％、観測期間240営業日）により算出しており、
2026年3月31日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損
失額の推計値）は、全体で2,960百万円です。ただし、VaRは過去の相場変
動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測し
ており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリ
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スクは捕捉できない場合があります。
　③資金調達に係る流動性リスクの管理

　当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の
多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動
性リスクを管理しております。

　（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算
により算出した時価に代わる金額を開示しております。

27．　金融商品の時価等に関する事項
　2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の
とおりであります（時価の算定方法については（注１）参照）。なお、市場価格のな
い株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）

貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

⑴預け金（＊１） 62,899 63,404 504
⑵買入金銭債権 1,182 1,160 △21
⑶有価証券
　売買目的有価証券 － － －
　満期保有目的の債券 12,485 11,029 △1,456
　その他有価証券 89,342 89,342 －
⑷貸出金（＊１） 113,288
　貸倒引当金（＊２） △555

112,732 113,420 687
金融資産計 278,643 278,357 △285

⑴預金積金（＊１） 281,329 277,700 △3,628
金融負債計 281,329 277,700 △3,628

（＊１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金
額」を記載しております。

（＊２）貸出金に対する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　金融資産
（１）預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利

（ＴＯＮＡ、スワップ）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載
しております。

（２）買入金銭債権
　買入金銭債権のうち、信託受益権については、取引金融機関から提示され
た価格によっております。

（３）有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ
れた価格によっております。投資信託は、取引所の価格又は公表されている基
準価額によっております。
　自金庫保証付私募債は内部格付・期間に基づく区分ごとに元利金の合計
額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算
出しております。
　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については28.から
29.に記載しております。

（４）貸出金
　貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当
金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に
代わる金額として記載しております。
①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フ

ローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計
上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）

②①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元

利金の合計額を市場金利（ＴＯＮＡ、スワップ）で割り引いた価額

　金融負債
（１）預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を
時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分し
て、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果
を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、市場金利（ＴＯＮ
Ａ、スワップ）を用いております。

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次の通りであり、金融商
品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）

区　　　　分 貸借対照表計上額
子会社株式等（＊1） 4
非上場株式（＊1） 324
信金中金出資金（＊1） 1,564

合　　　　計 1,893
（＊1）子会社株式等、非上場株式及び信金中金出資金については、企業会計基準適用指針第

19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（2020年3月31日）第5項に基づき、
時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

預け金（＊１） 11,001 21,000 15,500 6,500
買入金銭債権 468 714 － －
有価証券 5,873 49,480 26,951 19,128
満期保有目的の債券 229 1,519 8,922 1,813
その他有価証券の
うち満期があるもの 5,644 47,961 18,028  17,314
貸出金（＊2） 15,934 38,543 26,332 24,824
合　　　　計 33,276 109,737 68,783 50,452

（＊1）預け金のうち、期間の定めがないものは含めておりません。
（＊2）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見

込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）その他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10 年以内 10 年超

預 金 積 金 234,090 　40,768 － 6,470
合　　　　 計 234,090 　40,768 － 6,470

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

28．　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これら
には、「国債」、「地方債」、「短期社債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含ま
れております。
　以下、29．まで同様であります。

　　満期保有目的の債券

種　　類 貸借対照表計上額
（百万円）

時　　価
（百万円）

差　　額
（百万円）

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

債券 － － －
　国債 － － －
　地方債 － － －
　短期社債 － － －
　社債 － － －
その他 － － －

小　計 － － －

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

債券 12,285 10,843 △ 1,442
　国債 － － －
　地方債 7,989 6,958 △ 1,030
　短期社債 － － －
　社債 4,296 3,884 △ 411
その他 200 186 △ 13

小　計 12,485 11,029 △ 1,456
合　　　　計 12,485 11,029 △ 1,456
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　　その他有価証券

種　　類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差　　額
（百万円）

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

株式 － － －
債券 901 900 1
　国債 － － －
　地方債 501 500 1
　短期社債 － － －
　社債 400 399 0
その他 1,438 1,420 17
小　　　計 2,339 2,320 19

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

株式 － － －
債券 59,981 67,298 △ 7,317
　国債 2,147 2,617 △ 470
　地方債 16,024 19,350 △ 3,325
　短期社債 － － －
　社債 41,809 45,330 △ 3,520
その他 27,021 29,047 △ 2,025
小　　　計 87,002 96,345 △ 9,343

合　　　　計 89,342 98,666 △ 9,323

29．　当事業年度中に売却したその他有価証券
売却額

（百万円）
売却益の合計額

（百万円）
売却損の合計額

（百万円）
株式 60 22 －
債券 　4,349 － △ 1,348
　国債 3,795 － △ 1,202
　地方債 － － －
　短期社債 － － －
　社債 554 － △ 145
その他 　9,738 1,106 △ 105

合　　計 14,148 1,129 △ 1,454

30．　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資
実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限
り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契
約に係る融資未実行残高は、51,342百万円であります。このうち原契約期間が
１年以内のものが13,959百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資
未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与え
るものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全

及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況
等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じておりま
す。

31．　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以
下の通りであります。
繰延税金資産
　　貸倒引当金損金算入限度超過額 149 百万円
　　減価償却費損金算入限度超過額 27
　　競売配当金益金算入額 0
　　賞与引当金損金算入限度超過額 26
　　減損損失 104
　　繰越欠損金 533
　　その他有価証券評価差額金 2,646
　　その他 61
繰延税金資産小計 3,549
評価性引当額 △ 3,396
繰延税金資産合計 152
繰延税金負債 　　　
　　前払年金費用 275
繰延税金負債合計 275
繰延税金資産 ( 負債 ) の純額 （△ 123） 百万円

32.　重要な会計上の見積り
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目
であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの
は、次のとおりです。
　　貸倒引当金　556百万円
　貸倒引当金の算出方法は、注記7に記載しております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」で
あります。
　「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収
益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化し
た場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及
ぼす可能性があります。

宮崎北支店リニューアル
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【損益計算書】 （単位：千円）

2024年度
（自 2024年4月1日　至 2025年3月31日）

2025年度
（自 2025年4月1日　至 2026年3月31日）

経常収益 4,587,199 5,843,987
　資金運用収益 3,895,966 4,354,899
　　貸出金利息 2,648,147 2,776,661
　　預け金利息 268,893 462,343
　　有価証券利息配当金 943,060 1,072,500
　　その他の受入利息 35,865 43,393
　役務取引等収益 271,378 284,967
　　受入為替手数料 90,529 92,786
　　その他の役務収益 180,848 192,180
　その他業務収益 73,371 181,501
　　外国為替売買益 290 　　　 －
　　国債等債券売却益 53,143 152,261
　　国債等債券償還益 2,776 4,492
　　その他の業務収益 17,161 24,747
　その他経常収益 346,483 1,022,619
　　貸倒引当金戻入益 － －
　　償却債権取立益 3,654 13,853
　　株式等売却益 332,271 976,978
　　金銭の信託等運用益 － －
　　その他の経常収益  10,557 31,788
経常費用 4,219,359 5,668,536
　資金調達費用 159,498 371,862
　　預金利息   156,277 365,203
　　給付補塡備金繰入額 838 4,364
　　その他の支払利息 2,382 2,294
　役務取引等費用 684,555 681,433
　　支払為替手数料 45,849 48,871
　　その他の役務費用 638,705 632,561
　その他業務費用 516,357 1,616,711
　　外国為替売買損 － －
　　国債等債券売却損 513,812 1,445,931
　　国債等債券償還損 2,544 170,755
　　国債等債券償却 － －
　　その他の業務費用 － 25
　経費 2,784,081 2,849,713
　　人件費 1,675,389 1,743,855
　　物件費 972,024 981,467
　　税金 136,667 124,390
　その他経常費用 74,866 148,816
　　貸倒引当金繰入額 　 67,890 38,502
　　貸出金償却 2,661 22,671
　　株式等売却損 － 8,191
　　株式等償却 － －
　　金銭の信託運用損 － －
　　その他資産償却 － －
　　その他の経常費用 4,314  79,450
経常利益 367,840 175,451
特別利益 230 －
　　固定資産処分益 230 －
　　その他の特別利益 － －
特別損失 5,533 20,989
　　固定資産処分損 1,226  20,989
　　減損損失 4,306 －
　　その他の特別損失 － －
税引前当期純利益 362,538 154,462
法人税、住民税及び事業税 12,310 14,219
過年度法人税、住民税及び事業税 － －
法人税等調整額 95,882 △16,350
法人税等合計額 108,193 △2,130
当期純利益 254,345 156,592
繰越金（当期首残高） 482,240 660,613
土地再評価差額金取崩額 － －
当期未処分剰余金 736,585 817,206

（損益計算書の注記）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社との取引による収益総額は1,320千円であります。
３．子会社との取引による費用総額は100,172千円であります。
４．出資1口当たり当期純利益金額は4円1銭であります。
５．収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要な会計方針とあわせて注記しております。
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（単位：円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

科 　 　 　 目 2024年度 2025年度
特　 別　 積 　立　 金　 取 　崩 　額 0 0
利 益 準 備 金 限 度 超 過 取 崩 額 43,586,500 26,647,000
当 期 末 処 分 剰 余 金 736,585,446 817,206,721
剰 余 金 処 分 額 119,558,115 19,210,702

利 益 準 備 金 0 0
普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金 19,558,115 19,210,702
特 別 積 立 金 100,000,000 0

（ う ち 経 営 強 化 準 備 積 立 金 ） 0 0
繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ） 660,613,831 824,643,019

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金
2024年度 59 67 0 59 67
2025年度 67 104 0 67 104

個 別 貸 倒 引 当 金
2024年度 429 477 11 417 477
2025年度 477 452 27 450 452

合 計
2024年度 488 544 11 477 544
2025年度 544 556 27 517 556

区 　 　 分 2024年度 2025年度
経 費 率 0.97 0.99

（人件費率） （0.58） (0.60)
（物件費率） （0.34） (0.34)

剰余金処分計算書

その他の経営効率

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

〔一店舗及び役職員一人当たりの預金・貸金の残高及び期中平均残高〕

〔経費率〕 （単位：％）

（単位：百万円）

2024年度 2025年度
償 　 　 却 　 　 額 2 22

貸出金償却

　2026年6月26日開催の第104回通常総代会で承認を得た貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、信用金庫法第38条の2第3項
の規定に基づき、EY新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

区　　　　　　　　　　分 2024年度 2025年度
店 舗 数 23 23

役 職 員 数
期 末 人 員 245 248
期 中 平 均 人 員 247 252

預
　
　
金

一 店 舗 当 た り
期 末 残 高 12,323 12,231
期 中 平 均 残 高 12,346 12,380

一 人 当 た り
期 末 残 高 1,156 1,134
期 中 平 均 残 高 1,149 1,129

貸
出
金

一 店 舗 当 た り
期 末 残 高 4,867 4,925
期 中 平 均 残 高 4,829 4,843

一 人 当 た り
期 末 残 高 456 456
期 中 平 均 残 高 449 442
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（単位：百万円、％）

区　　分 開示残高
（a)

保全額
（ｂ）

保全率
（ｂ）/（a）

引当率
（ｄ）/（a）

－（ｃ）
担保・保証等に
よる回収見込
額（ｃ）

貸倒引当金
（d）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに 準 ずる債 権

2024年度  789  789  436  352 100.00% 100.00%

2025年度 632 632 314 317 100.00% 100.00%

危 険 債 権
2024年度  1,068  762  637  125 71.35% 29.02%

2025年度 984 658 523 134 66.87% 29.27%

要 管 理 債 権
2024年度  274  111  99  11 40.49% 6.65%

2025年度 470 229 210 18 48.76% 7.20%

三月以上延滞債権
2024年度  8  8  8 － 100.00%

2025年度 16 16 16 － 100.00%

貸出条件緩和債権
2024年度  266  103  91  11 38.67% 6.65%

2025年度 454 212 194 18 46.88% 7.20%

小 計 （ Ａ ）
2024年度  2,132  1,663  1,173  489 77.97% 51.01%

2025年度 2,087 1,520 1,049 470 72.81% 45.35%

正 常 債 権 （ Ｂ ）
2024年度  110,219 

2025年度 111,484

総与信残高（Ａ）+（Ｂ）
2024年度  112,352 

2025年度 113,572

開 示 債 権 比 率
2024年度 1.89%
2025年度 1.83%

信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

■用語の説明

（注）単位未満切り捨てのため合計が一致しない欄があります。

1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務
者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受
取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

3．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
4．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債

権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。
5．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務

者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金で
す。

6．「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び
「要管理債権」以外の債権です。

7．「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計
額です。

8．「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償

還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によ
るものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されてい
る有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。
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直近２事業年度における財産の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

2024年度 2025年度

貸借対照表
計上額 時価 評価差額

貸借対照表
計上額 時価 評価差額うち益 うち損 うち益 うち損

株　　　式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
債 券 12,514 11,699 △ 814 0 814 12,285 10,843 △ 1,442 0 1,442

国　　債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
地 方 債 8,218 7,647 △ 570 0 570 7,989 6,958 △ 1,030 0 1,030
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
社    債 4,296 4,052 △ 243 0 243 4,296 3,884 △ 411 0 411

そ の 他 400 392 △ 7 0 7 200 186 △ 13 0 13
合      計 12,914 12,092 △ 822 0 822 12,485 11,029 △ 1,456 0 1,456

2024年度 2025年度

取得原価 貸借対照表
計上額 評価差額 取得原価 貸借対照表

計上額 評価差額うち益 うち損 うち益 うち損
株　　　式 38 49 10 10 0 0 0 0 0 0
債 券 71,580 65,941 △ 5,639 12 5,652 68,198 60,883 △ 7,315 1 7,317

国　　債 8,819 7,548 △ 1,270 0 1,271 2,617 2,147 △ 470 0 470
地 方 債 19,393 17,266 △ 2,127 7 2,134 19,850 16,525 △ 3,324 1 3,325
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
社    債 43,368 41,126 △ 2,241 5 2,246 45,730 42,209 △ 3,520 0 3,520

そ の 他 30,882 29,088 △ 1,793 55 1,848 30,467 28,459 △ 2,008 17 2,025
合      計 102,501 95,079 △ 7,422 78 7,501 98,666 89,342 △ 9,323 19 9,343

2024年度 2025年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子 会 社・子 会 社 等 株 式 4 4
非 上 場 株 式 322 325
信 金 中 金 出 資 金 1,564 1,564
合 　 計 1,890 1,893

有価証券の時価及び評価損益

（1）有価証券
満期保有目的の有価証券で時価のあるもの　

市場価格のない株式等

（注）1.貸借対照表計上額は、期日末における償却原価に基づいています。
　　2.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3.市場価格のない株式等は本表には含めておりません。

（注）1.貸借対照表計上額は、期日末における市場価格等に基づいています。
　　2.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3.市場価格のない株式等は本表には含めておりません。

その他有価証券で時価のあるもの

高鍋高校卒業生講話佐土原高校カレンダー贈呈式
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直近２事業年度における財産の状況

１． 自己資本の構成に関する事項

（1）自己資本の構成に関する事項

Ⅰ． 単体における事業年度の開示事項

（単位：百万円）

項　　　　　　　目 当期末 前期末
コア資本に係る基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 15,770 15,632

うち、出資金及び資本剰余金の額 1,946 1,972
うち、利益剰余金の額 13,884 13,733
うち、外部流出予定額（△） 19 19
うち、上記以外に該当するものの額 △ 41 △53

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 104 67
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 104 67
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基
礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%に相当する額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額　　　（イ） 15,874 15,699
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 91 29

うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 91 29

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 33 33
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 713 693
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 － －
特定項目に係る10%基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る15%基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額　　　（ロ） 838 756
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ） 15,035 14,943
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 110,598 105,230

資産（オン・バランス）項目 108,141 102,587
うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・ア
セットの額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額 － －

オフ・バランス取引等項目 2,144 2,318
CVAリスク相当額を8%で除して得た額 312 324
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 － －

マーケット・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 － －
勘定間の振替分 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額 5,651 6,768
資本フロア調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額　　　（ニ） 116,250 111,998
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 12.93% 13.34％

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保
有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（2006年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。

　　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。
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単体における事業年度の開示事項

（単位：百万円）

項　　　　　　　目
2024年度 2025年度

リスク・
アセット等※1

所要
自己資本額

リスク・
アセット等※1

所要
自己資本額

イ．信用リスク・アセットの合計額 105,230 4,209 110,598 4,424
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー※２ 99,799 3,992 102,527 4,101

現金 0 4 0 0
我が国の中央政府及び中央銀行向け 0 0 0 0
外国の中央政府及び中央銀行向け 90 0 50 2
国際決済銀行等向け 0 0 0 0
我が国の地方公共団体向け 0 0 0 0
外国の中央政府等以外の公共部門向け 0 0 0 0
国際開発銀行向け 0 0 0 0
地方公共団体金融機構向け 52 2 52 2
我が国の政府関係機関向け 997 40 909 36
地方三公社向け 181 7 238 10
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 14,633 585 15,425 617

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 1,416 57 1,280 51
カバード・ボンド向け 0 0 0 0
法人等向け 20,356 814 22,098 884
中小企業等向け及び個人向け
中堅中小企業等向け及び個人向け 16,234 649 16,298 652

トランザクター向け 779 31 747 30
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
不動産関連向け 24,332 973 23,247 930

自己居住用不動産向け 10,160 406 9,748 390
賃貸用不動産向け 8,456 338 8,109 324
事業用不動産関連向け 5,284 211 5,032 201
その他不動産関連向け 430 17 356 14
ADC向け 0 0 0 0

劣後債権及びその他資本性証券等 1,404 56 1,629 65
三月以上延滞等
延滞等向け 1,655 66 1,702 68
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 70 3 57 2
取立未済手形 10 0 11 0
信用保証協会等による保証付 489 20 528 21
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 0 0 0 0
出資等

出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

株式等 1,899 76 3,117 125
上記以外 17,388 696 17,160 686

重要な出資のエクスポージャー 0 0 0 0
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその
他外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポー
ジャー

6,269 251 5,519 221

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額
に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 2,781 111 3,020 121

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 272 11 272 11
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機
関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー 0 0 0 0

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段のうち、その他外部TLAC関
連調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポージャー 1,204 48 1,205 48

上記以外のエクスポージャー 6,860 274 7,142 286

２． 定量的な開示事項

（1）自己資本の充実度に関する事項
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単体における事業年度の開示事項

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセット×４%
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
３．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中
　央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

項　　　　　　　目
2024年度 2025年度

リスク・
アセット等※1

所要
自己資本額

リスク・
アセット等※1

所要
自己資本額

②証券化エクスポージャー※３ 0 0 0 0

証
券
化

STC要件適用分 0 0 0 0
非STC要件適用分 0
短期STC要件適用分 0 0 0 0
不良債権証券化適用分 0 0 0 0
STC ・不良債権証券化適用対象外分 0 0 0 0

再証券化 0 0 0 0
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー※4 5,107 204 7,759 310

ルック・スルー方式 5,107 204 7,759 310
マンデート方式 0 0 0 0
蓋然性方式（250％） 0 0 0 0
蓋然性方式（400％） 0 0 0 0
ファールバック方式（1250％） 0 0 0 0

④未決済取引 0 0 0 0
⑤他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措
置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 0 0 0 0

⑥ＣＶＡリスク相当額を八パーセントで除して得た額（簡便法） 324 13 312 12
⑦中央清算機関関連エクスポージャー － 0 0

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額※5 6,768 271 5,651 226
BI 4,512 3,767 151
BIC 541 452

ハ．単体リスク・アセットの合計額及び単体繰所要自己資本額（イ＋ロ） 111,998 4,480 116,250 4,650

スクラム総会
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エクスポージャー
区分

　信用リスクエクスポージャー期末残高

延滞エクスポージャー貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外
のオフ・バランス取引

債券 デリバティブ取引

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

国 内 271,225 270,107 117,073 118,180 85,995 82,684 ― ― 2,309 2,242 

国 外 18,950 17,949 ― 18,950 17,949 ― ― 0 0 

地 域 別 合 計 290,175 288,056 117,073 118,180 104,945 100,634 ― ― 2,309 2,242 

製 造 業 15,408 16,044 1,811 2,047 13,597 13,997 ― ― 210 315 

農 　 業・林 　 業 4,027 3,825 4,027 3,825 ― ― ― ― 93 39 

漁 業 742 623 742 623 ― ― ― ― 15 15 

鉱 業 2 1 2 1 ― ― ― ― 0 0 

建 設 業 8,385 9,512 6,632 7,910 1,753 1,602 ― ― 70 53 

電気・ガス・熱供給・水道業 5,396 5,124 1,501 1,228 3,895 3,896 ― ― 0 92 

情 報 通 信 業 1,883 2,042 84 132 1,799 1,899 ― ― 28 28 

運 輸 業 5,514 6,136 809 831 4,705 5,005 ― ― 68 70 

卸 売 業・小 売 業 7,037 7,223 2,936 2,820 4,101 4,400 ― ― 188 146 

金 融 ・ 保 険 業 28,912 88,661 4,461 4,620 24,451 25,150 ― ― 0 0 

不 動 産 業 19,431 19,028 16,081 15,528 3,350 3,500 ― ― 275 276 

各 種 サ ー ビ ス 11,809 11,455 10,878 10,407 931 831 ― ― 1,108 984 

国・地方公共団体等 60,834 62,329 14,474 14,885 46,360 40,350 ― ― 0 0 

個 人 52,586 53,239 52,586 53,239 ― ― ― ― 252 217 

そ の 他 51 2,801 51 75 ― ― ― ― 0 0 

業 種 別 合 計 290,175 288,056 117,073 118,180 104,945 100,634 ― ― 2,309 2,242 

１ 年 以 下 29,583 26,790 9,523 9,662 5,689 5,859 ― ―

１ 年 超 ３ 年 以 下 37,477 47,669 9,972 10,533 14,999 19,567 ― ―

３ 年 超 ５ 年 以 下 38,497 46,878 10,221 13,320 23,915 29,212 ― ―

５ 年 超 ７ 年 以 下 37,694 34,498 14,691 13,645 18,988 14,353 ― ―

７年 超１０年 以 下 46,541 40,663 20,697 19,066 15,344 12,597 ― ―

１ ０ 年 超 81,748 75,760 50,240 50,218 26,008 19,042 ― ―

期間の定めのないもの 18,631 15,793 1,729 1,734 ― ― ― ―

残 存 期 間 別 合 計 290,175 288,056 117,073 118,180 104,945 100,634 ― ―

（2）信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）
イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
　＜地域別・業種別・残存期間別＞

（単位：百万円）

地域区分
業種区分
期間区分

（注）１．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
２．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
 　具体的には現金・投資信託・金銭の信託が含まれます。
４．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
５．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　　　　　　（44ページ「貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額」参照）

単体における事業年度の開示事項
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（2）信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）

単体における事業年度の開示事項
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ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 当期増減額 期末残高

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

製 造 業 80 105 25 31 105 136 2 0

農 業 ・ 林 業 3 21 18 △ 13 21 8 ― 23

漁 業 7 8 1 △ 1 8 7 ― 0

鉱 業 ― ― ― ― ― 0 ― 0

建 設 業 10 5 △ 5 △ 3 5 2 5 7

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― 26 ― 0

情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― 0 ― 0

運 輸 業 1 2 1 △ 1 2 1 ― 0

卸 売 業 ・ 小 売 業 82 67 △ 15 △ 22 67 45 ― 10

金 融 ・ 保 険 業 ― ― ― ― ― 0 ― 0

不 動 産 業 35 74 39 9 74 83 ― 0

各 種 サ ー ビ ス 121 121 △ 0 △ 43 121 78 ― 3

国・地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― 0 ― 0

個 人 85 75 △ 10 △ 14 75 61 7 4

合 計 429 477 48 △ 25 477 452 14 49

（単位：百万円）

（注）1．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

項 目

告示で定める
リスク・ウェイト

（%）

2025年度
CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リスク・ウェイ

トの加重平
均値（％）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

－ A B C D E F(=E/
(C+D))

1. 現金 0% 2,726 0 2,726 0 0 0%
2. 我が国の中央政府及び中央銀行向け 0% 10,417 800 10,417 800 0 0%
3. 外国の中央政府及び中央銀行向け 0～150% 0 501 0 501 50 10%
4. 国際決済銀行等向け 0% 0 0 0 0 0 0%
5. 我が国の地方公共団体向け 0% 43,770 0 43,770 0 0 0%
6. 外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～150% 0 0 0 0 0 0%
7. 国際開発銀行向け 0～150% 0 0 0 0 0 0%
8. 地方公共団体金融機構向け 10～20% 609 0 609 0 52 9%
9. 我が国の政府関係機関向け 10～20% 9,525 0 9,525 0 909 10%

10. 地方三公社向け 20% 2,688 0 2,688 0 238 9%
11. 金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 20～150% 69,452 701 69,452 701 15,425 22%

（うち、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け） 20～150% 4,348 501 4,348 501 1,280 26%
12.カバード・ボンド向け 10～100% 0 0 0 0 0 0%
13. 法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 20～150% 47,591 2,429 47,140 2,415 22,098 45%

（うち特定貸付債権向け） 20～150% 0 0 0 0 0 0%
14. 中堅中小企業等向け及び個人向け 45～100% 37,227 46,105 36,242 3,247 16,298 41%

（うちトランザクター向け） 45% 0 37,519 0 2,498 747 30%
15. 不動産関連向け 20～150% 42,386 6 42,123 6 23,247 55%

（うち自己居住用不動産等向け） 20～75% 27,037 6 26,945 6 9,748 36%
（うち賃貸用不動産向け） 30～150% 9,813 0 9,752 0 8,109 83%
（うち事業用不動産関連向け） 70～150% 4,905 0 4,830 0 5,032 104%
（うちその他不動産関連向け） 60% 631 0 594 0 356 60%
（うちＡＤＣ向け） 100～150% 0 0 0 0 0 0%

16. 劣後債権及びその他資本性証券等 150% 1,303 0 1,303 0 1,629 125%
17. 延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 50～150% 1,258 50 1,253 8 1,702 135%
18. 自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 100% 93 0 93 0 57 62%
19. 取立未済手形 20% 55 0 55 0 11 20%
20. 信用保証協会等による保証付 0～10% 7,539 316 7,539 31 528 7%
21. 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 10% 0 0 0 0 0 0%
22. 株式等 250～400% 2,755 0 1,207 0 3,117 258%

（単位：百万円）
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ホ.標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

（単位：十億円）

相手方当事者の区分
資　産　の　額　及　び　与　信　相　当　額　の　合　計　額　（　C　C　F　・　信　用　リ　ス　ク　削　減　効　果　適　用　後）

(0%) (10%) (15%) (20%) (25%) (30%) (31.25%) (35%) (37.5%) (40%) (43.75%) (45%) (50%) (56.25%) (60%) (62.5%) (70%) (75%) (80%) (85%) (90%) (93.75%) (100%) (105%) (110%) (112.5%) (130%) (150%) (250%) (400%) (その他) 合計
1.現金 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
2.我が国の中央政府及び中央銀行向け 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11
3.外国の中央政府及び中央銀行向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
4.国際決済銀行等向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5.我が国の地方公共団体向け 43 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 43
6.外国の中央政府等以外の公共部門向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
7.国際開発銀行向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8.地方公共団体金融機構向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9.我が国の政府関係機関向け 0 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

10.地方三公社向け 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
11.金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 0 0 0 58 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 70

（うち、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け） 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
12.カバード・ボンド向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
13.法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 0 0 0 16 0 0 0 0 0 0 0 0 25 0 0 0 0 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49

（うち特定貸付債権向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
14.中堅中小企業等向け及び個人向け 0 0 0 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 39

（うちトランザクター向け） 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
15.不動産関連向け 0 0 0 16 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 7 1 0 0 0 0 0 5 3 0 0 0 0 0 0 42

（うち自己居住用不動産等向け） 0 0 0 16 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26
（うち賃貸用不動産向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 9
（うち事業用不動産関連向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 4
（うちその他不動産関連向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（うちＡＤＣ向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

16.劣後債権及びその他資本性証券等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
17.延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
18.自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
19.取立未済手形 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
20.信用保証協会等による保証付 2 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7
21.株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
22.株式等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1

合　　　計 62 13 0 116 0 11 0 0 0 0 0 2 27 0 1 0 7 17 0 4 0 0 1 5 3 0 0 4 1 0 0 283

（単位：十億円）

相手方当事者の区分
資　産　の　額　及　び　与　信　相　当　額　の　合　計　額　（　C　C　F　・　信　用　リ　ス　ク　削　減　効　果　適　用　後）

(0%) (10%) (15%) (20%) (25%) (30%) (31.25%) (35%) (37.5%) (40%) (43.75%) (45%) (50%) (56.25%) (60%) (62.5%) (70%) (75%) (80%) (85%) (90%) (93.75%) (100%) (105%) (110%) (112.5%) (130%) (150%) (250%) (400%) (その他) 合計
1.現金 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
2.我が国の中央政府及び中央銀行向け 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20
3.外国の中央政府及び中央銀行向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
4.国際決済銀行等向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5.我が国の地方公共団体向け 43 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 43
6.外国の中央政府等以外の公共部門向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
7.国際開発銀行向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8.地方公共団体金融機構向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
9.我が国の政府関係機関向け 1 9 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10

10.地方三公社向け 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
11.金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 0 0 0 54 0 10 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 67

（うち、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け） 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
12.カバード・ボンド向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
13.法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） 0 0 0 15 0 0 0 0 0 0 0 0 25 0 0 0 0 1 0 4 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 46

（うち特定貸付債権向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
14.中堅中小企業等向け及び個人向け 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 38

（うちトランザクター向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
15.不動産関連向け 0 0 0 1 1 3 0 0 0 2 0 1 3 0 2 0 19 1 0 0 0 0 0 6 4 0 0 0 0 0 0 44

（うち自己居住用不動産等向け） 0 0 0 1 1 2 0 0 0 2 0 0 3 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28
（うち賃貸用不動産向け） 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 10
（うち事業用不動産関連向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 5
（うちその他不動産関連向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
（うちＡＤＣ向け） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

16.劣後債権及びその他資本性証券等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
17.延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
18.自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
19.取立未済手形 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
20.信用保証協会等による保証付 3 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8
21.株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
22.株式等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合　　　計 72 14 0 72 1 12 0 0 0 2 0 4 29 0 2 0 19 38 0 4 0 0 1 6 4 0 0 5 0 0 0 285

2024年度

2025年度

52 DISCLOSURE 2026



単
体
に
お
け
る
事
業
年
度
の
開
示
事
項

単体における事業年度の開示事項

イ．オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
　オリジネーターに該当する証券化エクスポージャーは取り扱っておりません。

（5）証券化エクスポージャーに関する事項

ロ．投資家の場合
①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳
　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

2024年度 2025年度
オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ―
（ⅰ）債券　　　　　　　　 ― ― ― ―
（ⅱ）投資信託　　　　　　　 ― ― ― ―
（ⅲ）買入金銭債権　 ― ― ― ―

（単位：百万円）

（注）１．当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（3）信用リスク削減手法に関する事項

（4）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
信用リスク削減手法

ポートフォリオ
適格金融資産担保 保　証 クレジット・デリバティブ

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー ― ― ― ― ― ―

2024年度 2025年度
与信相当額の算出に用いる方式 カレントエクスポージャー方式 カレントエクスポージャー方式
グロス再構築コストの額の合計額 0 0
グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による信用
リスク削減方法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額 ― ―

担保による信用リスク削減方法の
効果を勘案する前の与信相当額

担保による信用リスク削減方法の
効果を勘案する後の与信相当額

2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

①派生商品取引合計

804 776 804 776
（ⅰ）外国為替関連取引 411 400 411 400
（ⅱ）金利関連取引 37 42 37 42
（ⅲ）株式関連取引 126 112 126 112
（ⅳ）その他コモディティ関連取引 0 0 0 0
（ⅴ）クレジットデリバティブ 230 220 230 220

②長期決済期間取引 ― ― ― ―
合　　計 804 776 804 776

（単位：百万円）

（単位：百万円）

へ.リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

リスク・ウェイトの区分

当期末
CCF・信用リスク削減効果適用前

CCFの
加重平均値（％）

資産の額及び
与信相当額の合計額

（CCF・信用リスク削減
効果適用後）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

1. 40%未満 200,234 23,391 100 205,313
2. 40%～70％ 37,484 23,758 15 39,671
3. 75% 18,512 3,684 12 17,785
4. 80% 0 0 0 0
5. 85% 4,659 17 67 4,322
6. 90%～100% 1,780 33 10 1,650
7. 105%～130% 9,477 0 0 9,421
8. 150% 4,442 26 10 4,433
9. 250% 1,207 0 0 1,207

10. 400% 0 0 0 0
11. 1250% 0 0 0 0
12. その他 0 0 0 0

合　　計 277,797 50,912 18 283,806

（単位：百万円）
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単体における事業年度の開示事項

区　　　　　分
売買目的有価証券 その他有価証券で時価のあるもの

貸借対照表
計上額

当期の損益に含
まれた評価差額

取得原価
（償却原価）

貸借対照表
計上額

評価差額
うち益 うち損

上 場 株 式 等
2024年度 ― ― 484 455 △ 29 11 39
2025年度 ― ― 545 487 △ 57 0 57

非上場株式等
2024年度 ― ― 1,892 1,892      ―      ―      ―
2025年度 ― ― 1,894 1,894 0 0 0

合 計
2024年度 ― ― 2,375 2,346 △ 29 11 39
2025年度 ― ― 2,440 2,382 △ 57 0 57

（単位：百万円）

（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

（6）出資等エクスポージャーに関する事項
イ．出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等
　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

　ｂ．再証券化エクスポージャー

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

10% 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―
20% 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―
50% 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―

100% 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―
250% 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―
350％ 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―

1,250％ 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―
合　計 0 ― 0 ― 0 ― 0 ―

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

オンバランス
取引

オフバランス
取引

40% ― ― ― ― ― ― ― ―
100% ― ― ― ― ― ― ― ―
225% ― ― ― ― ― ― ― ―
650％ ― ― ― ― ― ― ― ―

1,250％ ― ― ― ― ― ― ― ―
合　計 ― ― ― ― ― ― ― ―

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）

（注）

所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×4%

所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×4%

　ｂ．再証券化エクスポージャー

2024年度 2025年度
オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

証券化エクスポージャーの額 ― ― ― ―
（ⅰ）債券　　　　　　　　 ― ― ― ―
（ⅱ）投資信託　　　　　　　 ― ― ― ―
（ⅲ）買入金銭債権　 ― ― ― ―

（単位：百万円）

54 DISCLOSURE 2026



連
結
に
お
け
る
事
業
年
度
の
開
示
事
項

単体における事業年度の開示事項

2024年度 2025年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 8,605 7,759
マンデート方式を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー ― ―
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー ― ―

IRRBB：金利リスク

項　番
イ ロ ハ ニ

ΔＥＶＥ ΔＮＩＩ
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 7,215 8,471 334 285
2 下方パラレルシフト △ 7,238 △ 8,829 0 0
3 スティープ化 5,263 6,553
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 7,215 8,471 334 285

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 15,035 14,943

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）１．金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

（7）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

（8）金利リスクに関する事項

Ⅱ． 連結における事業年度の開示事項

会社名 所要自己資本を下回った額
該当ございません

所　　在　　地 主要事業内容 設立年月日 資 本 金 当金庫議決権比率
宮崎県児湯郡高鍋町大字高鍋町673 広告、宣伝、調査等業務 2002年2月1日 300万円 100％

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（１）自己資本比率告示第６条第１項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社（資本控除となる
　  非連結子会社等）のうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

子会社等の状況
〔有限会社高信ビジネス・サービス〕

　当金庫では、子会社は当金庫の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいと認められる
ため、連結財務諸表は作成しておりません。
　なお、資産基準、経常収益基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は下記の通りであります。

記
　下記算式において、当金庫と子会社間の債権債務及び相互の取引による収益・費用は相殺しておりません。

資産基準＝子会社の総資産額の合計額／当金庫の総資産額及び連結子会社の総資産額の合計額
　　　　　　　　　　　　40　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝0.014％　　　　　　      289,245　+　40

経常収益基準＝子会社の売上高の合計額／当金庫の売上高の合計額及び連結子会社の売上高の合計額
　　　　　　　　 　　  24　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝0.412%　　　　　　     5,843　+　24

利益基準＝子会社の当期純利益のうち持分の合計額／当金庫の当期純損益の額及び連結子会社の当期純損益の額のうち持分に見合う額の合計額
　　　　　　　　　   1　　　　　　　　　　　　　　　　　＝1.238％　　　　　　   156　＋　1

利益剰余金基準＝子会社の利益剰余金のうち持分の合計額／当金庫の利益剰余金及び連結子会社の利益剰余金の額のうち持分に見合う額の合計額
　　　　　　　　　　　35　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝0.257%　　　　　　  13,870　+　35 55DISCLOSURE 2026
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（単位：百万円）

項　　　　　　　目 当期末 前期末
コア資本に係る基礎項目
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 15,671 15,540

うち、出資金及び資本剰余金の額 1,946 1,972
うち、利益剰余金の額 13,785 13,640
うち、外部流出予定額（△） 19 19
うち、上記以外に該当するものの額 △ 41 △ 53

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 104 67
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 104 67
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基
礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45%に相当する額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額　　　（イ） 15,775 15,607
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 91 29

うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 91 29

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 33 33
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 713 693
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
信用金庫連合会の対象普通出資等の額 － －
特定項目に係る10%基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る15%基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額　　　（ロ） 838 756
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　（ハ） 14,936 14,851
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 110,653 105,282

資産（オン・バランス）項目 108,196 102,638
うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・ア
セットの額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額 － －

オフ・バランス取引等項目 2,144 2,318
CVAリスク相当額を8%で除して得た額 312 324
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 － －

マーケット・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 － －
勘定間の振替分 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額 5,764 6,811
資本フロア調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額　（ニ） 116,417 112,093
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 12.83% 13.25％

（２）自己資本の構成に関する事項

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有す
る資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
　なお、当金庫は国内基準により連結自己資本比率を算出しております。
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（３）自己資本の充実度に関する事項
（単位：百万円）

項　　　　　　　目
2024年度 2025年度

リスク・
アセット等※1

所要
自己資本額

リスク・
アセット等※1

所要
自己資本額

イ．信用リスク・アセットの合計額 105,282 4,211 110,653 4,426
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー※２ 99,851 3,994 102,582 4,103

現金 － － － 0
我が国の中央政府及び中央銀行向け － － － 0
外国の中央政府及び中央銀行向け 90 4 50 2
国際決済銀行等向け － － － 0
我が国の地方公共団体向け － － － 0
外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － 0
国際開発銀行向け － － － 0
地方公共団体金融機構向け 52 2 52 2
我が国の政府関係機関向け 997 40 909 36
地方三公社向け 181 7 238 10
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 14,633 585 15,425 617

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 1,416 57 1,280 51
カバード・ボンド向け － － － 0
法人等向け 20,356 814 22,098 884
中小企業等向け及び個人向け
中堅中小企業等向け及び個人向け 16,234 649 16,298 652

トランザクター向け 779 31 747 30
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
不動産関連向け 24,332 973 23,247 930

自己居住用不動産向け 10,160 406 9,748 390
賃貸用不動産向け 8,456 338 8,109 324
事業用不動産関連向け 5,284 211 5,032 201
その他不動産関連向け 430 17 356 14
ADC向け － － － 0

劣後債権及びその他資本性証券等 1,404 56 1,629 65
三月以上延滞等
延滞等向け 1,655 66 1,702 68
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 70 3 57 2
取立未済手形 10 － 11 0
信用保証協会等による保証付 489 20 528 21
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － 0
出資等

出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

株式等 1,899 76 3,117 125
上記以外 17,441 698 17,215 689

重要な出資のエクスポージャー － － － 0
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその
他外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポー
ジャー

6,269 251 5,519 221

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額
に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 2,781 111 3,020 121

特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー 272 11 272 11
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機
関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー － － － 0

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段のうち、その他外部TLAC
関連調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に係るエクスポージャー 1,204 48 1,205 48

上記以外のエクスポージャー 6,913 277 7,197 288
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（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセット×４%
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
３．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中
　央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。
４．当金庫グループは、標準的計測手法かつ、ILMを「1」によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。
５．連結総所要自己資本額＝連結自己資本比率の分母の額×４％
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項　　　　　　　目
2024年度 2025年度

リスク・
アセット等※1

所要
自己資本額

リスク・
アセット等※1

所要
自己資本額

②証券化エクスポージャー※３ － － － 0
証
券
化

STC要件適用分 － － － 0
非STC要件適用分
短期STC要件適用分 － － － 0
不良債権証券化適用分 － － － 0
STC・不良債権証券化適用対象外分 － － － 0

再証券化 － － － 0
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー※4 5,107 204 7,759 310

ルック・スルー方式 5,107 204 7,759 310
マンデート方式 0
蓋然性方式（250％） 0
蓋然性方式（400％） 0
ファールバック方式（1250％） 0

④未決済取引 0

⑤他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措
置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 0

⑥ＣＶＡリスク相当額を八パーセントで除して得た額（簡便法） 324 13 312 12
⑦中央清算機関関連エクスポージャー － － － 0

ロ.オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額※５ 6,811 272 5,764 231
BI 4,540 3,842 154
BIC 544 461

ハ.　単体リスク・アセットの合計額及び単体繰所要自己資本額（イ＋ロ） 112,093 4,484 116,417 4,657

新富支店まごころ企画
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連結における事業年度の開示事項 信用金庫法施行規則第百三十二条第一項第五号ニに規定する自己資本の充実の状況

定量的な開示事項

定性的な開示事項

〈単体〉

〈連結〉

一．自己資本の構成に関する事項
二．自己資本の充実度に関する事項
三. 信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
　　イ. 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
　　ロ. 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　　ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
　　ニ. リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
　　ホ.標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳
　　へ.リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
四. 信用リスク削減手法に関する事項
五. 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
六. 証券化エクスポージャーに関する事項
　　イ. オリジネーターの場合
　　ロ. 投資家の場合
七. 出資等エクスポージャーに関する事項
八.リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
九. 金利リスクに関する事項

一．当金庫の自己資本調達手段の概要
　自己資本は、コア資本に係る基礎項目とコア資本に係る調整項目で構成されています。
2025年度末の自己資本額のうち、当金庫が積み立てているもの以外のものは、基礎項目では地域のお客様からお預かりしている出資金が該当します。

二．当金庫の自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積み上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を充分保っていると評価してお
ります。なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上
げを第一義的な施策として考えております。収支計画については、利息収入や市場環境を踏まえた運用収益など、足元の状況を十分に踏まえた上で策
定された極めて高いものであります。

三．信用リスクに関する項目
①リスク管理の方針及び手続きの概要
　信用リスクとは、取引先の信用状況の悪化などにより、当金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を受けるリスクのことをいいます。当金庫では、
信用リスクを当金庫が管理すべき重要なリスクであるとの認識の上、与信業務の基本的な理念や手続き等を明示した「クレジットポリシー」を制定し、
広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しています。
　信用リスクの評価は、小口多数取引の推進によるリスク分散の他、与信ポートフォリオ管理として、信用格付別や自己査定による債務者区分、業種
別、さらには与信集中によるリスクの抑制のため大口与信先の管理など、さまざまな角度からの分析に注力しております。
　個別案件の審査・与信管理にあたりましては、審査管理部門と営業推進部門を互いに分離し、相互に牽制が働く態勢としています。さらに、大口与信
先については、必要に応じ常勤理事会で経営陣による審議を行っております。
　貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「償却・引当に関する規定」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を基に算定す
るとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。　
②リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分
けは行っておりません。

　　　・株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
　　　・株式会社格付投資情報センター（ Ｒ＆Ｉ）
　　　・ムーディーズ・インベスターズ・インク（ Moody’ｓ）
　　　・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（ Ｓ＆Ｐ）
四．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方法及び手続きの概要

　信用リスク削減手法とは、信用金庫が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証などが該
当します。当金庫では、融資の取上げに際し、資金使途、返済財源、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可否の判断をしてお
り、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な位置付けとして認識しております。したがって、担保又は保証に過度に依存しないような融資姿
勢で取組んでおりますが、審査の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただくなど適切
な取扱に努めております。
　当金庫が扱う担保には、自金庫預金積金・有価証券・不動産等、保証には、人的保証・信用保証協会保証・政府関係機関保証・民間保証等があり
ますが、その手続については金庫が定める「事務手続書」及び「担保徴求事務取扱要領」等により、適切な事務取扱及び適切な評価を行っております。
　一方、当金庫が扱う主要な保証には、政府保証と同様の信用度を持つ宮崎県信用保証協会、金融機関エクスポージャーとして適格格付機関が付
与している格付により信用度を判定する一般社団法人しんきん保証基金等があります。
　また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、金庫が定める「事務手続

一. 自己資本比率告示第6条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社（資本控除となる非連結子会社等）のうち、
　　規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
二．自己資本の構成に関する事項
三．自己資本の充実度に関する事項
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書」や各種約定書等に基づき適切な取扱に努めております。
　また、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

五．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　派生商品取引には、市場の変動により損失を受ける可能性のある市場リスクや取引相手方が支払不能となることにより損失を受ける可能性のある
信用リスクが内包されています。当金庫では、お客さまとの派生商品取引はなく、投資信託への投資において、その一部に本件に係る取引残高があるの
みです。投資信託への投資に係るリスク管理は、当金庫が定める運用方針に基づき、適切な運用・管理を行っております。なお、長期決済期間取引は
行っていません。

六．証券化エクスポージャーに関する事項
①リスク管理の方針及び手続きの概要
　証券化とは、金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第三者に売却して
流動化することを指します。
　一般的には証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく分類されますが、当金庫において
は、有価証券投資の一環として購入したものであります。
　当該証券投資にかかるリスクの認識については、市場動向、裏付資産の状況、時価評価及び適格格付機関が付与する格付情報などにより把握して
おります。
　また、証券化商品への投資は、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内での取引に限定するとともに、取引にあたっては当金庫が定める

「余資運用基準」に基づき、投資対象を一定の信用力を有するものとするなど、適正な運用・管理を行っています。
②証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
　当金庫は標準的手法を採用しております。
③証券化取引に関する会計方針
　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」
に従った、適正な処理を行っております。
④証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の4つの機関を採用しています。なお、投資の種類ごとに適格格付
機関の使い分けは行っておりません。

　　　　・株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）
　　　　・株式会社格付投資情報センター（ Ｒ＆Ｉ）
　　　　・ムーディーズ・インベスターズ・インク（ Moody’ｓ）
　　　　・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（ Ｓ＆Ｐ）　
七．オペレーショナル・リスクに関する項目

①リスク管理の方針及び手続きの概要
　オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能な限り回避すべきリスクであり、当金庫では、「リスク管理の基本方針」を踏まえ、組織体制、管理の仕
組を整備するとともに、定期的に各種リスクの分析を行い、リスクの顕在化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努めています。
　特に、事務リスク管理については、本部・営業店が一体となり、厳正な「事務手続書」の整備、その遵守を心掛けることはもちろんのこと、日頃の事務
指導や研修体制の強化、さらには牽制機能としての事務検証などに取り組み、事務品質の向上に努めています。
　「システム・リスク管理要領」に基づき、管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検査、さらにはシステム監査を実施し安定した業
務遂行ができるよう、多様化かつ複雑化するリスクに対して、管理態勢の強化に努めております。その他のリスクについては、お客様相談窓口の設置、さ
らには各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、顧客保護の観点を重要視した管理態勢に努めております。
　また、これらリスクに関しましては、ＡＬＭ委員会等、各種委員会におきまして、協議・検討するとともに、必要に応じて経営陣により理事会等において
報告する態勢を整備しております。
②オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当金庫は標準的計測方法を採用しております。

八．銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、子会社・関連会社、政策投資株式、上場優先出資
証券、株式関連投資信託、その他ベンチャーファンド又は投資事業組合への出資金が該当します。
　そのうち、上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託にかかるリスクの認識については、時価評価及び最大予想損失（ＶａＲ）によるリスク計
測によって把握するとともに、運用状況に応じて資金運用会議、ＡＬＭ委員会に諮り投資継続の是非を協議するなど、適切なリスク管理に努めておりま
す。また、株式関連商品への投資は、証券化商品と同様、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内での取引に限定し、ポートフォリオ全体の
リスク・バランスに配慮した運用に心掛けております。なお、取引にあたっては、当金庫が定める「リスク管理規程・要領」や「余資運用基準」に基づいた
厳格な運用・管理を行っております。
　非上場株式、子会社・関連会社、政策投資株式、その他ベンチャーファンド又は投資事業組合への出資金に関しては、当金庫が定める「リスク管理
規程・要領」や「余資運用基準」に基づいた適正な運用・管理を行っております。また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期
的なモニタリングを実施するとともに、その状況については、定期的にＡＬＭ委員会に報告するとともに経営陣にも報告を行うなど、適切なリスク管理に
努めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務
指針」に従った、適正な処理を行っております。

九．銀行勘定における金利リスクに関する事項
①リスク管理の方針及び手続の概要
　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を示しますが、当金庫においては、双方ともに定期
的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
　具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスク（ΔＥＶＥによる上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ化、ΔＮ
ＩＩによる上方パラレルシフト、下方パラレルシフト）の計測や、金利更改を勘案した期間収益シミュレーションによる収益への影響度などの計測を行い、
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リスク管理委員会等で協議・検討し、経営陣へ報告を行うなど、当金庫が抱える金利リスクに応じた適切な管理体制を構築しております。
　金利リスク計測の頻度は、毎月末を基準日として、月次でＩＲＲＢＢを計測しております。
②金利リスクの算定方法の概要
　Ａ．開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔＥＶＥ及びΔＮＩＩ並びに当金庫がこれらに追加して自ら開示を行う金利リスクに関する事項
　　（a）流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　　  流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
　　（b）流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　　  流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
　　（c）流動性預金への満期の割り当て方法及びその前提
　　　  流動性預金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
　　（d）固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関する前提
　　　  固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
　　（e）複数の通貨の集計方法及びその前提

当金庫ではＩＲＲＢＢの算出にあたり、ΔＥＶＥは通貨間の合算において正負に拘らずそのまま単純合算し、ΔＮＩＩは正となる通貨のみを単純
合算しています。なお、金利リスクの合算において、ΔＥＶＥは異通貨金利間の相関を考慮しています。

　　（ｆ）スプレッドに関する前提
当金庫ではＩＲＲＢＢの算出にあたり、割引金利やキャッシュ・フローにスプレッドは含めていません。

　　（g）内部モデルの使用等、ΔＥＶＥとΔＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提
内部モデルは、使用していません。

　　（h）前事業年度末の開示からの変動に関する説明
2026年3月末のΔEVEで計測した金利リスクは、前年度と同様に上方パラレルシフトにおいて最大となり、ΔEVE最大値は前年度比、減少して
います。また、ΔNIIで計測した金利リスクは、前年度と同様に上方パラレルシフトにおいて最大となり、ΔNII最大値は前年度比、増加しています。

　　（ⅰ）計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
重要性テスト結果と監督上の基準値を比較することで、金利リスクの水準を認識しています。

　Ｂ．当金庫が、自己資本の充実度の評価、ストレス・テスト、リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的開示の対
　　 象となるΔＥＶＥ及びΔＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する以下の事項
　　（a）金利ショックに関する説明
　　　   ΔＥＶＥ及びΔＮＩＩ以外の金利リスクを計測する場合の金利ショックについては、過去の事例やシナリオに基づく金利変動としています。
　　（b）金利ショック計測の前提及びその意味（特に、開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔＥＶＥ及びΔＮＩＩと大きく異なる点）

当金庫では、リスク資本配賦運営により、金利リスク等の市場リスク量に対しリスク限度額を設定し管理することで、健全性の確保に努めており
ます。また、市場取引については、市場リスク量の管理に加え、残高による種類別運用上限枠や時価評価下落率によるアラームポイントなども設
定しており、リスクのコントロールを行っています。

用語解説

証券化エクスポージャー リスクウェイト

信用リスク削減手法 オリジネーター

金利リスク 適格格付機関

オペレーショナル・リスク エクスポージャー

ＡＬＭ リスク・アセット

VａＲ クレジットポリシー

　金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それ
らの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第三者に売却して流動化
する資産のことを言います。

　債権の危険度を表す指標のことで、自己資本比率規制で総資産を算
出する際に、保有資産ごとに分類して用います。

　金庫が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、預金担保、
有価証券担保、保証などが該当します。

　原資産の所有者のことを言います。　

　市場における一般的な金利水準の変動に伴って当該金融資産の価
値が変動するリスクのことを言います。

　金融機関がリスクを算出するに当たって、用いることができる格付を付
与する格付機関のことです。金融庁長官は、適格性の基準に照らして適
格と認められる格付機関7社を適格格付機関に定めています。

　金庫の業務上において、不適切な処理等で生じる事象により損失を受
けるリスクのこと。具体的には不適切な事務処理により生じる事務リスク、
システムの誤作動等により生じるシステム・リスク、保有するお客様情報が
外部に漏えいすることで、信用が失墜し損失を被る個人情報漏えいリスク、
風説の流布や誹謗中傷などにより企業イメージを毀損する風評リスク、裁
判等により賠償責任を負うなどの法務リスク、以上のどのリスクにも属さな
い物理的な損傷や人材の逸失などを含めたその他のリスクがあります。

　一般的には、金融の国際化やデリバティブ取引の拡大で、貸付金・有
価証券投資・信用供与・為替などリスクも多様になり、これらリスクに晒さ
れていて損失が起こり得る投資のことを総称してエクスポージャーと呼び
ます。

　ＡＬＭ(Asset　Liability　Management)は、資産・負債の総合管理
のことであり、主に金融機関において活用されているバランスシートのリ
スク管理方法のことです。

　リスクを有する資産(貸出金や有価証券など)を、リスクの大きさに応じ
て掛け目を乗じ、再評価した資産金額のことです。

　ⅤａＲ(Value　at　Risk)とは、将来の特定の期間内に、ある一定の確率
の範囲内で、ポートフォリオの現在価値がどの程度まで損失を被るかを、過
去のある一定期間毎のデータをもとに、理論的に算出された値のことです。

　与信業務の基本的な理念や手続き等を明示したものです。
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本　　　店 児湯郡高鍋町大字高鍋町673番地
TEL.0983－22－2222 FAX.22－5473

新 富 支 店 児湯郡新富町富田二丁目91番地
TEL.0983－33－2222 FAX.33－5236

木 城 支 店 児湯郡木城町大字高城1235番地5
TEL.0983－32－2222 FAX.32－2497

川 南 支 店 児湯郡川南町大字川南17701番地53
TEL.0983－27－2222 FAX.27－2017

都 農 支 店 児湯郡都農町大字川北4601番地2
TEL.0983－25－2222 FAX.25－3069

日 向 支 店 日向市鶴町二丁目2番
TEL.0982－53－2222 FAX.52－3651

佐土原支店 宮崎市佐土原町松小路５番地1
TEL.0985－73－2222 FAX.73－3600

宮崎北支店 宮崎市神宮東一丁目5番25号
TEL.0985－26－2222 FAX.29－1220

住 吉 支 店 宮崎市大字島之内7156番地1
TEL.0985－39－2222 FAX.39－2689

宮崎東支店 宮崎市吉村町堂ノ後甲2663番地の3
TEL.0985－28－2222 FAX.26－8579

西 都 支 店 西都市大字妻1677番地1
TEL.0983－42－2222 FAX.42－3349

財光寺支店 日向市大字財光寺248番地1
TEL.0982－54－2222 FAX.52－1697

宮崎南支店 宮崎市恒久二丁目15番地19
TEL.0985－51－2222 FAX.52－6813

インターネット支店 児湯郡高鍋町大字高鍋町673
TEL.0983-32-0850 FAX.32-0866

国 富 支 店 東諸県郡国富町大字本庄1954番地8
TEL.0985－75－2262 FAX.75－8895

門 川 支 店 東臼杵郡門川町西栄町一丁目2番3
TEL.0982－63－5800 FAX.63－6706

大工町支店 宮崎市松橋二丁目176番地1
TEL.0985－26－2240 FAX.26－2197

本 郷 支 店 宮崎市大字本郷南方字石原2101番地1
TEL.0985－56－5411 FAX.56－3934

清 武 支 店 宮崎市清武町西新町10番地7
TEL.0985－85－6333 FAX.85－5599

大 島 支 店 宮崎市阿波岐原町火切塚1459番地3
TEL.0985－27－2266 FAX.27－6200

小 林 支 店 小林市細野2258番地1
TEL.0984－23－3181 FAX.23－4751

高 原 支 店 西諸県郡高原町大字西麓989番地3
TEL.0984－42－1050 FAX.42－4906

えびの支店 えびの市大字栗下167番地3
TEL.0984－35－1011 FAX.25－4061

本店を中心とする児湯店舗

日向市を中心とする県北店舗

宮崎市内店舗

宮崎市に隣接する店舗

店舗を有しない市町村

小林市を中心とする西諸店舗
門 川 支 店

日 向 支 店

財 光 寺 支 店

都 農 支 店

木 城 支 店

川 南 支 店

西 都 支 店

本店・インターネット支店

新 富 支 店

国 富 支 店

佐 土 原 支 店

住 吉 支 店

大 島 支 店

宮 崎 北 支 店

宮 崎 東 支 店

大 工 町 支 店

宮 崎 南 支 店

本 郷 支 店

清 武 支 店

え び の 支 店

小 林 支 店

高 原 支 店

延岡市

旧北川町

門川町

日向市

都農町

西都市

西米良村

綾町

宮崎市

都城市

三股町

日南市

串間市

小林市

旧吉松町

旧栗野町

えびの市

鹿児島県姶良郡湧水町
（旧吉松町に限る）

高原町

新富町

川南町

椎葉村
美郷町

高千穂町

諸塚村

五ヶ瀬町

鹿児島県

大分県

熊
本
県

日
之
影
町

旧
北
方
町

旧
北
浦
町

木
城
町

国
富
町

高鍋町高鍋町

営
業
店
舗
一
覧

営業店舗一覧
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店
舗
外
自
動
機
コ
ー
ナ
ー

営業店舗一覧 店舗外自動機コーナー

地区 設置場所 住　　　　所 平日 土曜日 日曜・祝日

日
向・児
湯・西
都
地
区

イオン日向店 日向市大字日知屋字古田町61-1 9：00～21：00 9：00～21：00 9:00～21:00

高鍋町役場 児湯郡高鍋町大字上江8437 9：30～17：00 休止 休止

ホームワイド高鍋店 児湯郡高鍋町大字北高鍋2100－45 9：00～20：00 9：00～19：00 9：00～19：00

コープみやざき高鍋店 児湯郡高鍋町大字北高鍋5036 9：00～20：00 9：00～19：00 9：00～19：00

うめこうじ西都店 西都市旭町1－23 9:00～19：00 9：00～17：00 9：00～17：00

国道10号線川南出水店 川南町大字川南13589-6 9：00～20：00 9：00～19：00 9：00～19：00

新富ルーピン 児湯郡新富町三納代2032-2（こゆ農畜産物直売所内） 9：00～18：00 9：00～18：00 9：00～18：00

宮
崎
地
区

宮崎県庁 宮崎市橘通東2－10－1（県庁新館1階玄関ホール） 9：00～18：00 休止 休止

宮崎市役所 宮崎市橘通西1－1－1（市役所本庁１階市民課ロビー） 9：00～17：00 休止 休止

イオンモール宮崎 宮崎市新別府町江口862－1 9：00～21：00 9：00～21：00 9:00～21:00

宮崎駅 宮崎市錦町107－4（宮崎駅ビル１階快適市場内） 9：00～21：00 9：00～19：00 9：00～19：00

宮交シティ 宮崎市大淀4－6－28（宮交シティ１階西側） 9：00～20：00 9：00～19：00 9：00～19：00

うめこうじ佐土原本店 宮崎市佐土原町下田島9922－3 9:00～20:00 9:00～19:00 9:00～19:00

コープみやざき佐土原店 宮崎市佐土原町下那珂中溝2711 9：00～20：00 9:00～19:00 9：00～19：00

宮崎マルショク新名爪 宮崎市新名爪二月田1836 9：00～20：00 9:00～19:00 9：00～19：00

コープ宮崎柳丸店 宮崎市柳丸町16-2 9：00～20：00 9:00～19:00 9：00～19：00

フェニックスガーデンうきのじょう店 宮崎市柳丸町150他 9：00～20：00 9:00～19:00 9：00～19：00

スーパードラッグコスモス小松店 宮崎市大塚町竹下506 9：00～20：00 9:00～19:00 9:00～19:00

小
林・え
び
の・西
諸
地
区

小林市役所 小林市細野300 9:00～18:00 休止 休止

タイヨーえびの店 えびの市原田3216-1 9:00～20:00 9:00～19:00 9:00～19:00

サンキュー小林 小林市大字堤3005番12 9：00～20：00 9：00～19：00 9：00～19：00

希望の店　野尻店 小林市野尻町東麓1066 9:00～19:00 9:00～18:00 9:00～18:00

希望の店 西諸県郡高原町大字西麓625－15 9:00～20:00 9:00～19:00 9:00～19:00

須木商工会館 小林市須木中原1728 9:00～20:00 9:00～17:00 9:00～17:00

小林通町店 小林市細野1597 9:00～20:00 9:00～19:00 9:00～19:00

セ　ブ　ン　銀　行 00：00～24：00 00：00～24：00

日曜日
8：00～24：00

祝日
0：00～24：00

ロ ー ソ ン　銀　行 00：00～24：00 00：00～22：00

日曜日
8：00～24：00

祝日
0：00～24：00

地域商社設立
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開
示
項
目
一
覧

開示項目一覧

信用金庫法第89条（銀行法第21条準用）に基づく開示項目

Ⅰ． 単 体（信用金庫法施行規則第132条における規定）

頁

Ⅱ． 連結（信用金庫法施行規則第133条における規定）

１．金庫の概況及び組織に関する次に掲げる事項
    イ．事業の組織
    ロ．理事及び監事の氏名及び役職名
    ハ．事務所の名称及び所在地

２．金庫の主要な事業の内容
３．金庫の主要な事業に関する事項として次に掲げるもの
    イ．直近の事業年度における事業の概況
    ロ．直近の５事業年度における主要な事業の状況を示す指標として次に掲げる事項
　　　（1）経常収益　　（2）経常利益　　（3）当期純利益　　（4）出資総額及び出資総口数　　（5）純資産額
　　　（6）総資産額　　（7）預金積金残高　　（8）貸出金残高　　（9）有価証券残高　　（10）単体自己資本比率
　　　（11）出資に対する配当金　（12）役員数　（13）職員数
    ハ．直近の２事業年度における事業の状況
　　　（1）主要な業務の状況を示す指標
　　　（2）預金に関する指標
　　　（3）貸出金等に関する指標
　　　（4）有価証券に関する指標

４．金庫の事業の運営に関する次に掲げる事項
    イ．リスク管理の体制
    ロ．法令遵守の体制
    ハ．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況
    ニ．金融ＡＤＲ制度への対応

５．金庫の直近の２事業年度における財産の状況
    イ．貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は損失金処理計算書
    ロ．貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額
　　　（1）信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況
　　　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権・危険債権・要管理債権（三月以上延滞債権・貸出条件緩和債権）
    ハ．自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項
    二．次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益
　　　（1）有価証券
    ホ．貸出金償却の額
    へ．貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
    ト．金庫が法第３８条の2第３項の規定に基づき貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は損失金処理計算書について
　　会計監査人の監査を受けている場合にはその旨

６．報酬等に関する事項であって、金庫の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして
　金融庁長官が別に定めるもの
    ※　直近の事業年度における財務諸表の正確性、および財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認した旨の代表者署名

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・62
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